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訴  状 

 

                         ２０１７年１月１６日 

札 幌 地 方 裁 判 所  御中 

 

 原告ら訴訟代理人          

 弁護士 高  崎    暢   

          弁護士 藤  本    明   

外   

当事者の表示 

 原   告      川原茂雄ほか別紙原告目録記載のとおり（２６７名） 

 原告ら訴訟代理人  髙崎暢ほか別紙代理人目録のとおり(９７名） 

 

 〒１００－８９７７ 東京都千代田区霞が関一丁目１番１号 

 被   告     国 

 代表者法務大臣   金  田  勝  利 

   

 

事 件 名   安保関連法違憲国家賠償請求・差止め請求事件 

 

訴訟物の価額     金   ３１６０万円 

貼用印紙額      金 １１万６０００円 

予納郵券       金    ３２００円 
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請 求 の 趣 旨 

 

１ 被告は、別紙原告目録原告番号１ないし５記載の原告らのために  

  ⑴ 自衛隊法７６条１項２号に基づき自衛隊の全部または一部を出動させてはな

らない。   

 ⑵ 重要影響事態に際してわが国の平和及び安全を確保するための措置に関する

法律６条１項又は２項に基づき、同法３条１項２号に定める後方支援活動と

して、自衛隊に属する物品の提供又は自衛隊による役務の提供を実施しては

ならない。 

 ⑶ 国際平和共同対処事態に際してわが国が実施する諸外国の軍隊等に対する協

力支援活動等に関する法律７条１項又は２項に基づき、同法３条１項２号に

定める協力支援活動として自衛隊に属する物品の提供又は自衛隊による役務

の提供を実施してはならない。 

２ 被告は、原告らそれぞれに対し、各金１０万円及びこれに対する２０１５年

（平成２７年）９月１９日から支払い済みまで年５分の割合による金員を支払え 

３ 訴訟費用は被告の負担とする。 

との判決並びに第２項について仮執行の宣言を求める。 
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請 求 原 因 

目 次 

第１ 本訴訟の意義 

第２ 日米安保条約下の自衛隊とその実体 

１ 自衛隊が創設された経緯 

２ 自衛隊の現有「戦力」 

 ⑴ 本項の位置づけ 

 ⑵ 自衛隊の兵力 

 ⑶ 自衛隊の装備  

⑷ 安保関連法制定に先立つ日米防衛協力の指針、中期防衛力整備計画など 

 ⑸ 北海道における自衛隊 

第３ 安保関連法の概要 

１ 安保関連法の構造 

 ⑴ 平和安全法制整備法 

 ⑵ 国際平和支援法 

 ２ 「存立危機事態」の新設＝集団的自衛権の行使（請求の趣旨１項(１)関係） 

 ３ 「重要影響事態」における「後方支援」（請求の趣旨１項（２）関係） 

⑴ 重要影響事態  

⑵ 活動地域 

⑶ 支援相手国 

⑷ 支援の内容 

 ４ 国際平和共同対処事態における「後方支援」（請求の趣旨１項（３）関係） 

⑴ 国際平和共同対処事態 

⑵ 従来の特措法との違い 

  ⑶ 「協力支援活動」の内容 
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第４ 安保関連法の違憲性 

 １ 集団的自衛権行使容認の違憲性 

  ⑴ 集団的自衛権の行使容認と法制化 

  ⑵ 憲法学会における自衛隊違憲論 

  ⑶ 従来の政府解釈 

⑷ ７．１閣議決定とそれによる従来の政府解釈の変更 

⑸ 集団的自衛権行使容認の違憲性 

⑹ 新 3 要件の危険性 

⑺ 立憲主義違反 

 ２ 後方支援活動（協力支援活動）の違憲性 

  ⑴ 後方支援活動の拡大 

  ⑵ 後方支援活動の問題点、従来の政府解釈 

  ⑶ 後方支援活動の違憲性 

⑷ 大森４要素に基づく検討 

⑸ 政府見解の不当性 

第５ 集団的自衛権の行使等によってもたらされる状況 

第６ 原告らの被侵害利益（平和的生存権） 

 １ 平和的生存権の裁判規範性 

 ２ 平和的生存権の進化 

 ３ 具体的判例 

  ⑴ 長沼訴訟の札幌地裁判決 

  ⑵ イラク訴訟名古屋高裁判決 

  ⑶ イラク訴訟岡山地裁判決  

 ４ 具体的な平和的生存権の内容 

 ５ 原告らの権利侵害の具体的内容 
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⑴ 北海道における戦争被害 

⑵から⒀ 原告らの具体的な平和的生存権侵害 

第７ 原告らの請求＝差止請求 

 １ 差止請求の法的根拠 

 ２ 権利侵害行為 

⑴ 安保関連法の制定行為及び集団的自衛権行使等が違憲であること 

⑵ 権利侵害（その危険性） 

⑶ 集団的自衛権の行使等がなされる現実性 

⑷ 事実上、一部の閣僚のみで発動できる法手続き 

 ３ 損害回復の困難性 

 ４ 結論 

第８ 原告らの損害と国家賠償責任 

 １ 加害行為 

 ２ 原告らの損害 

 ３ 公務員の故意・過失 

 ４ 加害行為と損害との因果関係 

 ５ 結論 
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第１ 本件訴訟の意義 

「人権の尊重なくして平和はなく、平和に生きることなくして人権の尊重

もない。」これは、日本国憲法の平和的生存権の研究の第一人者である故深瀬

忠一北海道大学名誉教授の言葉である。 

わが国は、先の大戦と先行する植民地支配によりアジア諸国民をはじめ内

外に多大な惨禍を与えたことに対する痛烈な反省と教訓に基づき、戦争及び

武力行使を放棄し、軍隊を保持せず、交戦権も認めないという徹底した恒久

平和主義に立脚して日本国憲法を制定した。 

すなわち、前文第一段は、「日本国民は、・・・政府の行為によって再び戦

争の惨禍が起こることのないやうにすることを決意し」と規定し、政府に対

しては、戦争をいかなる場合にも選択してはならないし、国民に対しては政

府に戦争をさせないようにすることを求めている。 

前文第二段は、「日本国民は恒久の平和を念願し、・・・平和を愛する諸国

民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した。」

と規定し、「安全と生存」は、軍事力によらない積極的な平和外交と「平和を

愛する諸国民」との連携・連帯により確保されるべきであると国家に命じて

いる。 

さらに、同じく前文第二段は、「全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から

免れ、平和のうちに生存する権利を有する」と宣言し、平和的生存権が人類

普遍の原理であることを確認した。 

しかし、日本国憲法の平和主義そして平和的生存権は、その誕生直後から

現在に至るまで、絶えず脅かされ、危機にさらされ(ある時は侵害され）続け

てきた。 

１９５０年（昭和２５年）に組織された警察予備隊はその後自衛隊に改変

され、日米安全保障条約の下、日本防衛の名目で、日米協力の名目で、さら
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には国際貢献の名目で、装備を増強し活動範囲を広げ続けてきた。１９９１

年（平成３年）のペルシャ湾掃海部隊派遣を皮切りに、海外にも次々と派遣

されるようになった。その後、新たな海外派遣が行われ(ＰＫＯ法、テロ対策

特措法、イラク対策特措法など）や、米国との協力が強化されようとする場

面（周辺事態法制定など）、さらに有事関連法制定時(２００６年)など、自衛

隊の活動範囲拡大はとどまることを知らない。 

なぜ、平和憲法を持つ日本で自衛隊が存在することが許されるのか。武力

行使をしないと誓ったこの国で、なぜ自衛隊は海外に派遣できるのか。自衛

隊には絶えずその疑問が投げかけられ続けている。自衛隊の合憲性を問う訴

訟も多く提起され、違憲判決が下ったこともあった。憲法学会では当初から

自衛隊違憲論が主流であり、現在でもそれは変わっていない。 

そして、自衛隊の活動範囲を広げようとの動きがあるたびごとに、その合

憲性について国民的議論や国会での論戦が繰り広げられ、そのたびごとに政

府はいわば「薄氷を踏むような」「ガラス細工のような」憲法解釈を重ねて、

合憲性を主張し、そして（ある時は強行的に）法律を成立させてきた。 

このように、自衛隊の存在、そして活動範囲拡大の歴史は、憲法９条適合

性が問われ続けた歴史であった。 

そうした中で、政府は、２０１５年（平成２７年）９月１９日、多くの国

民の反対や、多数の憲法学者の憲法違反の声を無視して、強行採決を繰り返

し、第１８９回国会で、いわゆる新安保関連法（以下、「安保関連法」とい

う）を可決、成立させた（翌２０１６年（平成２８年）３月２９日施行）。 

安保関連法は、集団的自衛権の行使を認め、他国軍隊の武力行使と密接にか

かわる「支援」行為を行うものであって、これまでの自衛隊の存在や活動の存

在理由・正当化理由とされてきた「専守防衛」をも大きく超えるものである。

これは、これまで自衛隊の存在や活動拡大を違憲であるとしてきた立場からは
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もちろんのこと、従来政府のとってきた自衛隊は合憲であるとの「ガラス細工

の」解釈をも大きく超えるものであり、違憲と言わざるを得ない。 

安保関連法が、憲法９条に関する従来の政府解釈からすれば憲法違反とな

ることは、法案を提出した内閣自身認めるところであるが、それにもかかわ

らず「政府の憲法解釈を変更する」という方法で、従来であれば違憲と評価

される法案を提出し成立させた。こうした恣意的な憲法解釈の変更を行う政

府のやり方は、憲法尊重擁護義務に反するだけではなく、立憲主義の根本理

念を踏みにじり、国民主権の基本原理に反し、日本の民主主義制度の根幹を

揺るがすものである。 

これは、これまでの自衛隊の歴史の中でも、最も重大な憲法違反行為と言

わざるを得ない。 

裁判官には、憲法を尊重し、擁護する義務がある。裁判所には、戦後日本

国憲法によって違憲立法審査権を付与された。違憲立法審査権の行使の目的

は基本的人権の確保である。安保関連法が施行された今、戦争に巻き込まれ

る、テロの標的にされる危険性にとどまらず、多くの人が願っている、平和

のもとで暮らす、戦争をしたくない、人を殺したくないなど、まさに平和的

生存権が現実におびやかされている状況にある。さらに、安保関連法に基づ

く活動が現実化すれば、自衛隊員に限らず、国民一人一人の命に直接かわる

問題となってくる。具体的な被害が出てからでは取り返しがつかないのであ

る。 

重ねて指摘するが、安保関連法は、その内容においても、手続きにおいて

も、日本国憲法が立脚する、恒久平和主義、立憲主義、民主主義からは到底

許されるものではない。この最大の憲法違反行為に対し、憲法の番人たる裁

判所が、毅然とした判断を示し、安保関連法は日本国憲法に違反すると宣告

することが今求められている。 
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第２ 日米安保条約下の自衛隊とその実体 

１ 自衛隊が創設された経緯 

⑴ 国連憲章は、武力行使又は武力による威嚇を原則として禁止したが、これ

は日本国憲法第９条１項と共通するものである。 

しかし、国連憲章は同時に国際連盟がファシズムの台頭に無力であった経

験に立って、国連安全保障理事会に強制措置発動の権限を認め、侵略の脅威

を除去して平和を守るための国連による軍事力の行使を認めた。 

これに対し、日本国憲法は、国際紛争を解決する手段としての戦争放棄を

一般的に宣言するだけでなく、憲法第９条２項で交戦権を否認すると同時に

一切の戦力を放棄し、対外的実力戦闘行動を任務とする人的物的装置を保持

しないことを明らかにした。かかる徹底した非武装平和主義は、国連憲章の

精神をさらに一歩進めた先駆的な意義を有するものであった。 

⑵ わが国は、国連に加盟するに際し、国連に対する加盟申請書に添付された

岡崎外相の書簡（１９５２年（昭和２７年）６月１６日）には、「国際連合

の加盟国としての義務を、その有するすべての手段をもって履行することを

約束」するとされていた。この文書の作成に関与した当時の外務省条約局長

西村熊雄は、「（この文書を発送することによって）日本のディスポーザルに

ない手段を必要とする義務は負わない、すなわち軍事的協力、軍事的参加を

必要とするような国際連合憲章の義務は負担しないことをはっきりいたした

のであります」と説明している。 

   しかし、日本の国連加盟は直ぐには承認されず、国連総会の承認は 4 年半

後の１９５６年（昭和３１年）１２月だった。 

⑶ 日本は、中国革命（１９４９年（昭和２４年）１０月）や朝鮮戦争（１９

５０年（昭和２５年）６月勃発、１９５３年（昭和２８年）７月休戦協定）

などの東アジア情勢の変化の中、戦後日本を占領統治していた米国との間
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で、旧日米安保条約を締結するとともに（１９５１年（昭和２６年）９

月）、再軍備の道を歩み始めた。 

  すなわち、１９５０年（昭和２５年）ＧＨＱ指令で警察予備隊が創設さ

れ、１９５２年（昭和２７年）に保安隊に改組され、そして、１９５４年

（昭和２９年）６月に自衛隊が設立された。この間に、日本は、１９５１年

（昭和２６年）９月に連合国諸国との戦争状態（占領）を終結させる平和条

約を締結し、同時に日本の安全保障に米国が関与し米軍を日本国内に駐留さ

せること（在日米軍）を定めた二国間条約＝旧日米安保条約を締結した。   

⑷ 自衛隊創設にあたり、政府は、憲法９条違反の批判を回避するために、国

家の自然的権利である個別的自衛権は認められる、従って、他へ攻撃をしか

けることなく､他から自己の領域が攻撃を受けたときに初めて､その領域周辺

において自己を守るためにのみ武力を用いる「専守防衛」は合憲であるとし

た。 

かかる政府見解は、自衛隊創設の国会審議にあたって、参議院の「自衛隊

の海外出動を為さざることに関する決議」が、「本院は、自衛隊の創設に際

し、現行憲法の条章とわが国の熾烈なる平和愛好精神に照らし、海外出動

は、これを行なわないことを茲に更に確認する」と明言し、これを受けた政

府も、「自衛隊は、海外派遣というような目的は持っていないのでありま

す。従って只今の決議の趣旨は十分これを尊重する所存であります」と答え

たことから明らかである。 

そして、この「専守防衛」を任務として自衛隊法（３条）や防衛庁設置法

（４条）が作られた。 

⑸ 旧安保条約は、１９６０年（昭和３５年）６月に新安保条約に改定され

た。自衛隊の組織や活動との関係で重要な次の２条項を指摘する。けだし、

安保関連法は軍事組織的には自衛隊を米軍との一体化に主たる内容があるの

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%80%A3%E5%90%88%E5%9B%BD_(%E7%AC%AC%E4%BA%8C%E6%AC%A1%E4%B8%96%E7%95%8C%E5%A4%A7%E6%88%A6)
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E5%92%8C%E6%9D%A1%E7%B4%84
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E5%92%8C%E6%9D%A1%E7%B4%84
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%A8%E6%97%A5%E7%B1%B3%E8%BB%8D
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%A1%E7%B4%84
http://www.weblio.jp/content/%E6%94%BB%E6%92%83
http://www.weblio.jp/content/%E8%87%AA%E5%B7%B1%E3%81%AE
http://www.weblio.jp/content/%E8%87%AA%E5%B7%B1%E3%81%AE
http://www.weblio.jp/content/%E6%94%BB%E6%92%83
http://www.weblio.jp/content/%E5%88%9D%E3%82%81
http://www.weblio.jp/content/%E9%A0%98%E5%9F%9F
http://www.weblio.jp/content/%E9%A0%98%E5%9F%9F
http://www.weblio.jp/content/%E8%87%AA%E5%B7%B1
http://www.weblio.jp/content/%E6%AD%A6%E5%8A%9B
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で、現行安保条約との整合性も問題になるからである（留意点に下線を引い

た）。 

 ［共同防衛］ 

第５条➀ 各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、何れか

一方に対する武力攻撃が、自国の平和及び安全を危うくするものであ

ることを認め、自国の憲法上の規定及び手続に従って共通の危険に対

処するように行動することを宣言する。  

［基地の供与］ 

第６条 日本国の安全に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安

全の維持に寄与するため、アメリカ合衆国は、その陸軍、空軍及び海

軍が日本国において施設及び区域を使用することを許される。  

⑹ 以上より、自衛隊に関する憲法論において留意すべきことは、この自衛権

という概念は、憲法上全く存在しない憲法外の自然法的理念によって合憲性

が導かれていることである。自己保存的・自然権的な「自衛のための必要最

小限度の実力である限りにおいて」合憲だという合憲限定解釈なのである。

そうである以上、「戦争の用に供しうる」人的物的組織体である自衛隊の活

動については、自ずと大きな限界があり、法律解釈としては、「自衛」目的

以外の活動については違憲の推定が働くのが論理的帰結となる。 

そのため、その後の自衛隊の役割や活動範囲をめぐり、自衛隊の装備（例

えば遠征能力）や海外派遣、米軍との編成・装備・作戦等の一体化や実際の

活動（安保条約に基づく活動範囲の問題とリンク）、集団的自衛権行使など

が問題になり、合憲性の主張立証責任を負う歴代政府が、その都度「解釈」

を示し、それが積み重ねられてきたのである。 

 

２ 自衛隊の現有「戦力」 
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⑴  本項の位置づけ 

ア 安保関連法は、自衛隊の活動に法的正統性を与えるものである。本件で

は「差止」を求めているが、それは最後の段階の問題であり、実質的な問

題点は、政府による発動を可能とする「軍隊組織（ハ－ドとソフトの両面

がある）の実体」を作ることにある。他国との戦闘行為を想定する政策を

とる以上、絶対に勝ち抜かなければならない（という強迫的な観念に陥

る）からである。 

したがって、人間に例えれば、安保関連法は「外套」にすぎず、自衛

隊・安保条約は「身体」である。しかも、安保関連法は「身体」の構築

が先行し、後で「外套」がまとわれたという経緯にある。 

そこで、まず自衛隊の軍隊としての実態を明らかにする。 

イ 安保関連法の柱は、米軍と自衛隊の一体化と集団的自衛権行使にある。

原告らが、「米軍と共に戦う自衛隊」への転換、再び戦争をする危険、平

和に生きる権利の侵害を感じるのには、歴史的に裏打ちされた根拠があ

る。 

日本は、明治以降、３つの軍事同盟を結んだ。日英同盟（１９０２年（明

治３５年））は、初めは「相互不介入」を定めたものだったが、２回の改定

で「攻守同盟」となり、日本は英国の対独戦争に加わり第１次世界大戦に

参戦した。 

１９３７年（昭和１２年）には日独伊防共協定を結んだが、１９４０年

（昭和１５年）に日独伊三国同盟へと攻守同盟化し、第２次大戦に参戦し

た。すなわち、他国防衛の軍事同盟が、戦争及び戦争に向けた国家作りを

先導したのである。 

日米安保条約は、軍事マニュアルであるガイドラインが、安保関連法制

定の直前の２０１５年（平成２７年）に２度目の改定が行なわれた。それ
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までは、安保条約５条に基づいて憲法と安保条約の枠内とする旨明記して

いたが、これを取り外した（憲法のみならず、安保条約の制約も）。これが、

安保関連法の強行成立が「戦争前夜」「参戦前夜」と言われる所以の１つで

ある。 

⑵ 自衛隊の兵力 

ア 自衛隊の現在の兵力及び装備（戦車・主要火器の保有数、主要航空機

の保有数、主要艦船の就役数、誘導弾(ミサイル）の性能）は、以下のと

おりである（いずれも防衛白書より）。 

  兵員は、陸上自衛隊員が１３．６万人、海上自衛隊員が４．２万人、航

空自衛隊員４．３万人である。 

 

     

 

イ 上記を、英国際戦略研究所(IISS)「ミリタリ－・バランス」２０１６年

版からＥＵ主要国の現役兵力数を抜き出し、自衛隊と米軍の兵力推移も並

べてみると、下記のようになる。 
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  重要なことは、自衛隊の常備兵員数が、ドイツ、フランス、イギリス、

イタリアと比較して、陸・海・空のどの部門でも大きく上回ることであ

る。また、１９９０年の冷戦崩壊時と較べ、軒並み半分以下に減員し、ア

メリカですら３２％削減しているのに、自衛隊は冷戦期の規模をそのまま

維持していることである。 

  その理由は、ＥＵ各国が冷戦後、軍備縮小へと向かった間に、自衛隊は

その努力を全くせず、「専守防衛」の看板のまま、日米同盟の強化を進め

てきたからである。ここには、世界の常識＝日本の非常識がある。 

⑶ 自衛隊の装備 

ア 自衛隊の装備について主なものを挙げると、次のとおりである。 

・戦車  ：６９０両、装甲車９６０両 

・戦闘機 ：約３５０機 

・護衛艦 ：４７隻、潜水艦１７隻 

・ミサイル：対弾道弾ミサイル、対航空機・対ミサイル用誘導ミサイル 

   などとなっている。 

防衛出動となれば、これらの「戦力」（プラス米軍戦力）をもって、武

力行使を行うこととなる。 
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18 

 

 

 

 

イ 以上の主要兵器においても、常備兵員数と同様に、１９９０年から２０

１５年における正面装備（戦車・戦闘機・主要艦船）の推移をみると、 

独軍の戦車（ＭＢＴ）は７０００両から３０６両に、仏軍は１３９２両

から２５４両に、英軍は１３１４両から２２７両に、伊軍は１２２０両か

ら７７７両に減った。これに対して、自衛隊の戦車保有数は１２００両か

ら７７７両への減少にとどまる。 

戦闘機でも、独軍が６３８機から２３５機に、 仏軍は８４５機から２

８１機に、英軍は５３０機から２５４機に、伊軍は４４９機から２４４機

に減った。これに対して、自衛隊の戦闘機は、４２２機から５５７機に大

幅に増強された。 

主要艦船の比較は、仏、英が攻撃型空母と原子力潜水艦保有国であるた

め単純な比較はできないが、「主要水上戦闘艦」の保有数は、１９９０年

と２０１５年を比較すると、独軍が１４隻から１５隻へ（潜水艦２４隻⇒
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５隻）、仏軍が４１隻から２３隻へ（潜水艦１７隻⇒１０隻）、英軍が４８

隻から１９隻へ（潜水艦２４隻⇒１０隻）、仏軍が３２隻から１９隻へ

（潜水艦９隻⇒６隻）となる。 

これに対して、自衛隊は、６６隻から４７隻に減ったが、ヘリ空母が０

隻から２隻（もうすぐ４隻）に、ミサイル駆逐艦が６隻から２６隻と、大

型化・高戦力化が著しい（前田哲男「世界」２０１６年１２月号「米軍と

一体化する自衛隊－編成・装備・作戦」）。 

ウ 軍事力を国家の財政支出の面から見ると、日本は、国民総生産の中に占

める軍事費の割合が、約１％である。米ロ２大国を除き、海外派兵が恒常

化している国（英、仏、インドﾞ、中国、韓国など）は、２％台である。

日本と同じく戦後再軍備を行ない、冷戦崩壊後にＮＡＴＯ軍の一員として

海外派兵を行なうようになったドイツは、1.2～1.4％になっている。 

日本の自衛隊は、「専守防衛」の立場から、海外に遠征して戦闘するこ

とを前提としない装備だったため、常備兵員数が多くとも、装備の高度

化は必ずしも高くなく、軍事費負担は諸国と較べても少なかった。しか

し、２０１５年（平成２７年）のガイドラインと安保関連法により、今

後はいつでもどこでも地球的規模で長期間にわたって派兵することにな

り、装備の大型化・高戦力化、米軍との一体化に合せて、国家財政にお

ける軍事費負担が急増していくことは避けられない。 

こうして、財政面でも自衛隊は、世界的な軍縮の努力に反して、軍拡

路線を歩んでいる。 
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⑷ 安保関連法制定に先立つ日米防衛協力の指針、中期防衛力整備計画など 

 ア 安保関連法に基づいて、具体的に自衛隊がどのように運用され、どの

ような任務に就き、如何なる場合に武器使用、武力の行使を行うのかは、

同法の国会審議において明確に説明されなかった。 

  しかし、この点については、安保関関連法の成立（２０１５年（平成２

７年）９月）に先立ち策定された「国家安全保障政策」（２０１３年（平

成２５年）１２月１７日閣議決定）、「平成２６年度以降の防衛計画の大

綱」（同日閣議決定）、「中期防衛力整備計画」（同日閣議決定」そして、日

米防衛協力のための指針（いわゆるガイドライン＝２０１５年（平成２７

年）4 月２７日発表＝以下「２０１５ガイドライン」という）において、

如何なる理念・基本方針のもとに運用されるのかということが明確に示さ

れている。 

 イ 日米防衛協力の指針（ガイドライン）は、日米安保条約に基づく防衛協

力の具体的在り方、具体的役割分担を定めた文書で、１９７８年（昭和５



21 

 

３年）に初めて策定されたのち、１９９７年（平成９年）に改訂され、２

０１５年（平成２７年）に２度目の改定がなされた。なお、これは日米両

国の閣僚間で合意されるもので、国会承認は必要とされていない（立憲主

義・法治主義の見地からは誤りである。）。 

   これまでの７８年ガイドラインと９７年ガイドラインにおいては、日米

の防衛協力を３段階に分けて想定し、「未然=平素」「日本有事」「周辺有

事」との項目が設けられており、形式上は「日本の防衛のための協力の指

針」となっていた。しかし、２０１５ガイドラインでは、その３段階の仕

切りは取り払われ、そして、冒頭に以下の文章が設けられた。 

    平時から緊急事態までのいかなる状況においても日本の平和及び安全

を確保するため、また、アジア太平洋地域及びこれを超えた地域が安定

し、平和で安定したものとなるよう、日米両国間の安全保障及び防衛協

力は次の事項を強調する。 

      ・切れ目のない、力強い、柔軟かつ実効的な日米共同の対応 

      ・日米両政府の国家安全保障政策間の相乗効果 

      ・政府一体となっての同盟としての取り組み 

      ・地域及び他のパートナー並びに国際機関との協力 

      ・日米同盟のグローバルな性格 

     ここで特に注目すべきは、 

  ① 「アジア太平洋地域及びこれを超えた地域」「日米同盟のグローバル

な性格」「防衛協力」という文言が示すように、日米の協力の範囲は日

本の防衛を大きく超えて全世界に及んでいること（安保条約５条の「日

本国の施政の下にある領域」とか同６条の「極東における国際の平和及

び安全の維持」といった地域的概念の放擲） 

  ② 日米の協力は、段階（平時か、有事か）の仕切りなく、全面協力と
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なること（「切れ目のない柔軟かつ実効的な日米共同の対応」） 

である。ここでは、自衛隊は、防衛協力という名のもとに米軍が全世界で

行う軍事行動に、いつでも、どこでも全面協力することが想定されてお

り、もはや専守防衛とは言えないということである。 

ウ 上記ガイドラインを実施するために、安保関連法を成立させたのであ

る。 

 すなわち、安保関連法案が閣議決定され国会に提出されたのが２０１５

年（平成２７年）５月１５日であるが(閣議決定は１４日）、２０１５ガイ

ドラインが合意されたのは、それに先立つ同年４月２７日であり、そし

て、その２日後の４月２９日に、安倍晋三首相は、米連邦議会において演

説をし、その中で以下のように述べた。 

「 日本はいま、安保法制の充実に取り組んでいます。実現のあかつ

き、日本は、危機の程度に応じ、切れ目のない対応が、はるかによく

できるようになります。 

 この法整備によって、自衛隊と米軍の協力関係は強化され、日米同

盟は、より一層堅固になります。それは地域の平和のため、確かな抑

止力をもたらすでしょう。 

戦後、初めての大改革です。この夏までに、成就させます。（中

略）それこそが、日米防衛協力の新しいガイドラインにほかなりませ

ん。」 

この演説から明らかなように、安保関連法が２０１５ガイドラインを実

行されるための国内法であることが、明白に示されている。 

エ また、自衛隊統合幕僚監部は、安保関連法制定前に、「日米防衛協力の

指針（ガイドライン）及び平和安全法制関連法案について」と題する文書

を作成している(参議院特別委員会 8 月 11 日） 
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  この文書の冒頭には以下のように書かれている。 

「 ガイドラインの記載内容については、既存の現行法制で実施可能な

ものと、平和安全法制関連法案の成立を待つ必要があるものがあり、

ガイドラインの中では、これらが区別されることなく記載されていま

す。   

  Ｂ節（引用者注：日本の平和及び安全に対して発生する脅威への対

処）は、前ガイドラインの「周辺事態」に対応する部分であり、平和

安全法制で言うところの「重要影響事態」に関連する部分です。平和

安全法制との関連性のある部分です。 

  Ｄ節(引用者注：日本以外の国に対する武力攻撃への対処行動)は、

我が国の集団的自衛権の行使に関連する部分であり、本ガイドライン

で新規で盛り込まれております。これも平和安全法制と関連性のある

部分です。 

  第５章(引用者注：地域の及びグローバルな平和と安全のための協

力)は、国際的な活動における協力等についてであり、本ガイドライ

ンでは一つの章として記載されています。この章も平和安全法制との

関連性があります。」 

  このように２０１５ガイドラインには、安保関連法で初めて盛り込まれ

ることとなり大きな国民的議論の対象となった「重要影響事態」「集団的

自衛権」「後方支援」などについて、ガイドラインと安保関連法性との緊

密な関係が示され、しかも、いまだ安保関連法が成立していない段階にお

いて、その成立を先取りする形で、自衛隊が米軍との協力の中で実施する

ことが想定され、合意されたものである。 

 すなわち、２０１５ガイドラインで合意された事項をすべて実施可能と

するには安保関連法の成立が必要であり、逆に言えば安保関連法成立によ
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って２０１５ガイドライン合意事項が全て実現できることになったのであ

る。従って、安保関連法は、米軍と一体化した自衛隊の表の顔であり、安

保条約と２０１５ガイドラインはその裏の顔と言うことができ、合せて理

解されるべきである。 

  ⑸ 北海道における自衛隊 

ア 安保関連法を先取りして合意されたのが２０１５ガイドラインであ

り、さらにそれに先立って、２０１３年に「国家安全保障政策」「平成２

６年度以降の防衛計画の大綱」、「中期防衛力整備計画」が策定されてい

る。すでにこの時点で、安保関連法や２０１５ガイドラインに見られる

「全世界的、全面的日米軍事協力」を盛り込んだ計画が策定されている。

そして、これらに基づいて、すでに具体的な編成がなされ、現在進行中で

ある。 

イ これらを特に、本件の原告が多く居住する北海道の自衛隊について見

てみる。 

  北海道には、陸上自衛隊の第２師団（司令部：旭川市）、第５旅団（司

令部：帯広市）、第７師団（司令部：千歳市）、第１１旅団（司令部：札幌

市）があり、航空自衛隊千歳基地、海上自衛隊函館基地隊・余市警備隊な

どがある。 

  また、演習場として、日本最大面積を持つ矢臼別演習場（別海町な

ど）、札幌周辺とする道央地区に広がる北海道大演習場など、２５か所以

上ある。 

冷戦時代には、ソ連が道内に上陸して軍事衝突が起きるとの想定で、

全国の陸上自衛隊の３分の１、火力の２分の１を北海道に集中すると言

われていた。かような下で、恵庭事件、長沼ナイキミサイル訴訟が、こ

の北海道で発生し、自衛隊の違憲性をめぐる憲法裁判が争われた。 
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ウ 冷戦崩壊後、北海道の自衛隊基地の多くは、日米安保条約第６条に基づ

く地位協定第２条４項（ｂ）により、米軍との共用となってきた。別紙の

とおり、１８施設・区域、３４３,４８４千㎡に及び、面積では全国１,０

２４,９１７千㎡の３３．５％を占め、沖縄県の３３施設・区域、２３０,

４３７千㎡（２２．５％）を大きく上回っている。 

沖縄は、地位協定第２条４項（ａ）に基づく米軍専用基地が大半を占め

るが、米軍と自衛隊の一体化が進む中で、その区別をしなければ北海道が

日本で最も多くの日米の軍事施設・区域を抱えており、それが安保関連法

と２０１５ガイドラインによりいっそう増強されていくことは確実であ

る。 

 

全 国  １３２施設・区域  １，０２４，９１７ 千㎡  （１００％） 

     北海道   １８施設・区域    ３４３，４８４ 千㎡ （３３．５％） 

沖 縄   ３３施設・区域    ２３０，４３７ 千㎡ （２２．５％） 
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第３ 安保関連法の概要 

 １ 安保関連法の構造 

   安保関連法は、平和安全法制法整備法という１０本の現行法の改正を一本に

まとめた法律と、国際平和支援法という１本の新規法からなっている。 

⑴ 平和安全法制整備法 

  Ⅰ 自衛隊法の改正 

自衛隊の任務の総括規定（３条）、それに基づく個別の自衛隊の行動

（第６章）及び権限（第７章）等の規定の改正・新設。下記（2）以下の

関係法律の改定に関する条項の使用の改定のほか、自衛隊法プロパー新

設・改正条項として次のものがある。 

ⅰ 在外邦人等の保護措置（救出等）の規定とその際の武器使用規定の

新設（８４条の３、９４条の５） 

ⅱ 米軍等外国軍隊の武器等防護のための武器使用の規定の新設（９５

条の２） 

ⅲ 米軍に対する物品・役務の提供の拡大（１００条の６） 

ⅳ 国外犯処罰規定の新設（１２２条の２） 

  Ⅱ 有事関連法関係（自衛隊法の改正のほか） 

① 武力攻撃事態対処法の改正（存立危機事態を含む事態対処法へ） 

② 米軍行動関連措置法の改正（存立危機事態を含め、地理的制限のない

米軍及び他の外国軍隊の支援措置法へ） 

③ 特定公共施設利用法の改正（武力攻撃事態等で米軍以外の外国軍隊も

施設利用調整対象に含める） 

④ 海上輸送規制法の改正（存立危機を含め、地理的制限なく、敵性船舶

が輸送する外国軍用品等の強制検査・回航措置を行うものになる） 

⑤ 捕虜取扱い法の改正 
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  Ⅲ 周辺事態法関係 

   ① 周辺事態法の改正（重要影響事態法へ） 

   ② 周辺事態船舶検査活動法の改正（国際平和共同対処事態と共通の、重

要影響事態等船舶検査活動法へ） 

  Ⅳ 国連平和維持活動協力法の改正 

  Ⅴ 国家安全保障会議設置法の改正 

 ⑵ 国際平和支援法（新規立法）   

  上記Ⅰ、Ⅴ以外はすべて略称である。 

 なお、自衛隊法は、わが国の防衛・安全保障関連法の総則規定としての性格

を有し、武力攻撃事態対処法その他の個別法に具体的内容をゆだねる場合の

ほか、自衛隊法の中でも各種の行動やその際の武器使用権限等の規定を設け

ている。今回の安保関連法の中でも、在外邦人の救出に関する規定や米軍等

他国軍隊の武器等防護に関する規定は、自衛隊法自体の中に新設されてい

る。 

 

２ 「存立危機事態」の新設＝集団的自衛権の行使（請求の趣旨１項(1)関係） 

 自衛隊法及び武力攻撃事態対処法が改正され、これまでの武力攻撃事態等（武

力攻撃事態及び武力攻撃予測事態をいう。以下同じ。） との概念に加えて、存

立危機事態という概念を創り出し、自衛隊が、個別的自衛権の行使のみならず、

集団的自衛権を行使することを可能とした。 

 武力攻撃事態等は、武力攻撃すなわち「わが国に対する外部からの攻撃」が

発生または発生する明白な危険が切迫している場合を指し（武力攻撃事態法２

条１号）、従来は、この場合にのみ自衛隊が防衛出動することができた。しか

し、本改正は、ここに「存立危機事態」という概念を創設した。 
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 すなわち、改正後の事態対処法２条４号において、存立危機事態は、「わが

国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これによりわが国の 

存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆される 

明白な危険がある事態」と定義され、自衛隊法７６条１項２号は、この存立危

機事態における自衛隊の全部又は一部の出動を、防衛出動の一環として規定し

た。そして防衛出動をした自衛隊は、「必要な武力の行使をすることができ

る」（同法８８条１項）ことになる。 

 この存立危機事態は、「わが国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃」

が発生すれば、「わが国に対する外部からの攻撃」が現実には存在しなくて

も、自衛隊が防衛出動する可能性を認めるものであり、いわゆる集団的自衛権

の行使を規定しているものである。 

 これにより、自衛隊は、日本に対する武力攻撃（の切迫）がなくとも、密接

な関係にある他国、たとえばアメリカ合衆国に対する武力攻撃があれば「防衛

出動」し(自衛隊法７６条１項）、「武力の行使」（同法８８条１項)すなわち戦

闘行為ができることとなったのである。 

 なお、この存立危機事態として具体的にどのような場合が想定されるのかに

ついては、安保関連法が審理された第１８９国会においても、必ずしも明らか

にはなっていない。しかし、法律上は、海外に出動して他国軍隊に対して武力

行使をすることが可能となっているのであるから、米軍に攻撃をしている「敵

国」艦船があれば空爆し、潜水艦で攻撃できるのである。 

 

 ３ 「重要影響事態」における「後方支援」（請求の趣旨１項(2)関係） 

  ⑴ 重要影響事態 

    重要影響事態法（周辺事態法を改正）及び国際平和支援法（新設）におい

て、その主要な活動として、合衆国軍隊等に対する後方支援活動及び諸外国
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の軍隊等に対する協力支援活動を規定し、（以下、「後方支援活動」と「協力

支援活動」 を合わせて「後方支援活動等」という。また、集団的自衛権の

行使と後方支援活動等の実施を合わせて「集団的自衛権の行使等」とい

う。）、 地球上どこでも、また、米軍に対してだけでなくその他の外国の軍

隊に対しても、後方支援活動等を行うことを可能とした。 

  ⑵ 活動地域 

     従来の周辺事態法を重要影響事態法へと改正し、これまで、「周辺事態」

すなわち「そのまま放置すればわが国に対する直接の武力攻撃に至るおそれ

のある事態等わが国周辺の地域におけるわが国の平和及び安全に重要な影響

を与える事態」(旧周辺事態法１条）に対処する法律だったものを、この定

義規定の文言から「わが国周辺の地域における」という限定を外して「重要

影響事態」と称した（重要影響事態法１条）。 

    また、実際の活動の現場については、これまで「後方地域」すなわち「わ

が国領域並びに現に戦闘行為が行われておらず、かつ、そこで実施される活

動の期間を通じて戦闘行為が行われることがないと認められる…範囲」で行

うとされてきた（旧周辺事態法３条１項３号）。 

    しかし、改正後の重要影響事態法では、この「後方地域」という文言を一

切削除し、後方支援活動等は、「現に戦闘行為（国際的な武力紛争の一環と

して行われる人を殺傷し又は物を破壊する行為をいう。以下同じ。）が行わ

れている現場では実施しない」とするにとどめた。 

    これによって、つい数時間前まで戦闘が行われていた場所、あるいはいつ

また戦闘が勃発するかもしれない場所であっても、今現在戦闘が行われてい

ないならば、「後方支援等」を行うことが可能となったのである。 

  ⑶ 支援相手国 

    また、支援の対象については、米軍以外の外国軍隊にも広げて、「後方支
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援活動」「捜索救助活動」として、武力行使等をする米軍等への後方支援等

の対応措置をとれることとした。 

※ 旧周辺事態法１条「（周辺事態に対応して）わが国が実施する措置…を定め…

日米安保条約の効果的な運用に寄与し、わが国の平和及び安全の確保に資する

ことを目的とする」 

   重要影響事態法１条 「（重要影響事態に際し）合衆国軍隊等に対する後方支援

活動等を行うことにより…日米安保条約…の効果的な運用に寄与することを中核

とする重要影響事態に対処する外国との連携を強化し、わが国の平和及び安全

の確保に資することを目的とする」 

  ⑷ 支援の内容 

    さらに、支援の内容として、従来の周辺事態法では禁止されていた、弾薬 

の提供や戦闘作戦行動のために発進準備中の航空機に対する給油・整備等 

を、禁止対象から外し、これらの行為を行うことが可能となった。 

   ※ 旧周辺事態法３条２項 

       後方支援活動として行う自衛隊に属する物品の提供及び自衛隊による役務の 

提供（次項後段に規定するものを除く。）は、別表第一に掲げるものとする。  

別表第一 

 補給：給水、給油、食事の提供並びにこれらに類する物品および役務の提供 

 (略) 

 備考一 物品の提供には、武器(弾薬を含む。）の提供を含まないものとする。 

    二 物品および役務の提供には、戦闘作戦行動の為に発信準備中の航空 

機に対する給油及び整備を含まないものとする。 

※ 影響事態３条２項 

後方支援活動として行う自衛隊に属する物品の提供及び自衛隊による役務の  

提供（次項後段に規定するものを除く。）は、別表第一に掲げるものとする。 
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別表第一 

補給：給水、給油、食事の提供並びにこれらに類する物品および役務の提供  

   (略) 

備考 物品の提供には武器の提供を含まないものとする。 

 

 以上のように、自衛隊は、つい数時間前まで米軍が戦闘を行っており、

そしていつまた戦闘が再開されるかもしれない現場において、米軍に対し

て、その戦闘に使用するための弾薬を提供することが可能となったのであ

る。まさにそこは、今現在でこそ銃弾が飛び交ってはいないが戦闘の現場

そのものであり米軍に提供される弾薬は、いつ再開されるかもしれない戦

闘で使用される弾薬なのである。 

 

 ４ 国際平和共同対処事態における「後方支援」（請求の趣旨１項(3)関係） 

  ⑴ 国際平和共同対処事態 

    新設された国際平和支援法は、「国際社会の平和及び安全を脅かす事態で

あって、その脅威を除去するために国際社会が国際連合憲章の目的に従い共

同して対処する活動を行い、かつ、わが国が国際社会の一員としてこれに主

体的かつ積極的に寄与する必要があるもの」を「国際平和共同対処事態」と

定義し(同法１条）、この場合には、いつでも、地理的限定なく自衛隊を後方

支援等のために派遣でき、「協力支援活動」「捜索救助活動」として、武力行

使等をする外国軍隊への協力支援等の措置をとれることとした(同法３条１

項２号、３号等）。 

  ⑵ 従来の特措法との違い 

    従来、このような「国際的な平和や安全を脅かす事態」とされる事態に対

処するものとしては、アフガニスタン戦争（２００１年）やイラク戦争
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（２００３年）に際しての、いわゆるテロ特措法（２００１年（平成１３

年９月１１日のアメリカ合衆国において発生したテロリストによる攻撃等

に対応して行われる国際連合憲章の目的達成のための諸外国の活動に対し

てわが国が実施する措置及び関連する国際連合決議等に基づく人道的措置

に関する特別措置法）、新テロ特措法（テロ対策海上阻止活動に対する補給

支援活動の実施に関する特別措置法）、イラク特措法（イラクにおける人道

復興支援活動及び安全確保支援活動の実施に関する特別措置法）等が存在

した。これらはいずれも、事象や地域を限定したものであり、時限立法で

あったが、国際平和支援法は、事象や地域の限定を外し恒久法として制定

されたものである。 

  ⑶ 「協力支援活動」の内容 

   支援としてなしうる行為や、地域は、重要影響事態法（後方支援）と同じ

である。 

    ここでの支援活動について、後方地域という限定がなく「現に戦闘が行わ

れている現場」でなければ活動できること(同法２条３項）、支援の内容に

弾薬の提供や戦闘作戦行動のために発進準備中の航空機に対する整備・給

油が含まれることは、上記の重要影響事態における後方支援と同様であ

り、従前の各特措法ではできないとされていたこれらの事項が含まれてい

る。 

 

第４ 安保関連法の違憲性 

 １ 集団的自衛権行使容認の違憲性 

⑴ 集団的自衛権の行使容認と法制化 

  武力攻撃事態法では、「存立危機事態」には「必要な武力の行使をするこ

とができる」とされ、集団的自衛権の行使を可能にした。 
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  ⑵ 憲法学会における自衛隊違憲論 

 憲法学会においては、憲法９条について以下のように解し、そもそも自

衛隊の存在そのものが憲法違反であるとの見解も有力である。 

 すなわち、憲法９条１項は「戦争を放棄」し、戦争に至らない「武力の

行使」や「武力による威嚇」もしないことを定めたものであり、第２項で

は、戦争をしないために、「陸海空軍その他の戦力」を保持しないこと、戦

争のときに交戦国に与えられる権利（＝交戦権）を認めないことを定めて

いる、とする説である。そしてここでは、国に対して戦争のための実力を

持つことも、戦争を行う法的な権利も禁止した。憲法９条で保持を禁じら

れた「戦力」については、「自衛」のためなら認められるという考え方や、

「必要最小限度の実力」であれば保持できるという条件は一切なく、自衛

隊の存在自体が憲法違反となる。 

 この立場からは、憲法に違反する自衛隊を持つことが既に憲法違反なの

で、自衛隊を海外に派遣し、海外で武力の行使を認める集団的自衛権や他

国の武力行使と一体のものと評価される後方支援活動などは、憲法に違反

することになる。 

  ⑶ 従来の政府解釈 

 これに対し、政府は、日本国憲法も独立国が当然に保有する自衛権を否

定するものではなく、自衛のための必要最小限度の実力を保持することは

憲法９条２項の「戦力」には当たらず、日本国憲法の下でも許されるとの

解釈を取ってきた（この基本的解釈は、現在でも変わっていない）。 

    その上で、自衛隊は、 

 ① 日本に対する急迫不正の侵害があること、すなわち武力攻撃が発生

したこと 

 ② これを排除するために他の適当な手段がないこと 
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 ③ 必要最小限度の実力行使に留まるべきこと 

の３要件を満たす場合にのみ自衛権を発動できるのであるから、憲法９条

２項の「戦力」にあたらず合憲であり、「交戦権」（９条２項第２文）を行

使するものでもないとしてきた。 

 そして、この解釈の下で、集団的自衛権の行使は、自国が攻撃されてい

ないにもかかわらず武力行使するものであり、上記３要件、特に①の要件

に反し、憲法上許されないと解釈してきた。 

 なお、この政府解釈は６０年に渡り、国会において、繰り返し国民へ説

明されてきたものである。 

 また、政府は、③の要件の「必要最小限度」に関して、自衛隊の実力行

使は外部からの武力攻撃を日本の領域から排除することを目的とするもの

であるから、日本の領域内での行使を中心とし、必要な限度において日本

の周辺の公海・公空における対処も許されるのであって、反面、武力行使

の目的をもって自衛隊を他国の領土・領海・領空に派遣する「海外派兵」

は、自衛のための必要最小限度を超え、憲法上許されない、としてきた。 

 このように、政府は、自衛隊による実力の行使は、日本の領域への侵害

の排除に限定して始めて憲法９条の下でも許されるものであり、他国に対

する武力攻撃を実力で阻止するものとしての集団的自衛権の行使は、これ

を超えるものとして憲法９条に反して許されないとしてきたのである。 

 逆に言えば、自衛隊は、上記の要件を満たすからこそ９条の下で合憲で

あり得たのである。 

⑷ ７．１閣議決定とそれによる従来の政府解釈の変更 

 しかし、政府は、２０１４年（平成２６年）７月１日（以下、「７．１閣

議決定」という。）、これまで長年にわたり維持してきた政府解釈（旧３要

件）を覆し集団的自衛権の行使を容認することなどを内容とする閣議決定
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を行った。 

 ７．１閣議決定では、「わが国に対する武力攻撃が発生した場合のみなら

ず、わが国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これによ

りわが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底

から覆される明白な危険がある場合においても」武力行使ができるとし

て、集団的自衛権の行使を容認した（新３要件）。 

 すなわち、政府は、７．１閣議決定「国の存立を全うし、国民を守るた

めの切れ目のない安全保障法制の整備について」において、以下のように

述べる。  

    憲法９条はその文言からすると、国際関係における「武力の行使」を一切禁じてい

るように見えるが、憲法前文で確認している「国民の平和的生存権」や憲法第１３条

が「生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利」は国政の上で最大の尊重を必

要とする旨定めている趣旨を踏まえて考えると、憲法９条が、わが国が自国の平和と

安全を維持し、その存立を全うするために必要な自衛の措置をとることを禁じていると

は到底解されない。一方、この自衛の措置は、あくまで外国の武力攻撃によって国民

の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆されるという急迫不正の事態に対

処し、国民のこれらの権利を守るためのやむを得ない措置として初めて容認されるも

のであり、そのための必要最小限度の「武力の行使」は許容される。これが、憲法第９

条の下で例外的に許容される「武力の行使」について、従来から政府が一貫して表

明してきた見解の根幹、いわば基本的な権利であり、昭和４７年１０月１４日に参議

院決算委員会に対し政府から提出された資料「集団的自衛権と憲法との関係」に明

確に示されているところである。 

      この基本的な論理は、憲法第９条の下では今後とも維持されなければならない。  

      これまで政府は、この基本的な論理の下、「武力の行使」が許容されるのは、わが

国に対する武力攻撃が発生した場合に限られると考えてきた。しかし、冒頭で述べた
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ように、パワーバランスの変化や技術革新の急速な発展、大量破壊兵器などの脅威

等によりわが国を取り巻く安全保障環境が根本的に変容し、変化し続けている状況を

踏まえれば、今後他国に対して発生する武力攻撃であったとしても、その目的、規

模、態様等によっては、わが悔いの存立を脅かすことも現実に起こり得る。 

  （中略） 

      こうした問題意識の下に、現在の安全保障環境に照らして慎重に検討した結果、

わが国に対する武力攻撃が発生した場合のみならず、わが国と密接な関係にある他

国に対する武力攻撃が発生し、これによりわが国の存立が脅かされ、国民の生命、自

由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある場合において、これを

排除し、わが国の存立を全うし、国を守るために他に適当な手段がないときに、必要

最小限度の実力を行使することは、従来の政府見解の基本的な論理に基づく自衛

のための措置として、憲法上許容されると考えるべきであると判断するに至った。  

    わが国による「武力の行使」が国際法を遵守して行われることは当然であるが、国際

法上の根拠と憲法解釈は区別して理解する必要がある。憲法上許容される上記の

「武力の行使」は、国際法上は、集団的自衛権が根拠となる場合がある。  

    （以下略） 

 ⑸ しかし、このような憲法の解釈、及び解釈の変更は憲法９条の解釈として

誤っているといわざるを得ない。 

   ア まず、上に引用したように、新３要件に基づく「わが国と密接な関係に

ある他国に対する武力攻撃が発生し、これによりわが国の存立が脅かさ

れ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危

険がある場合」（すなわち存立危機事態）における「武力の行使」は、国

際法上は「集団的自衛権」が根拠となる場合がある、という。 

   イ また、７．１閣議決定は、憲法９条についての基本的論理は維持されな

ければならない、とも言う。 
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    ここで、維持されるべき憲法９条の基本的論理とは、「憲法９条は文言

上一切の武力行使を禁じているように見えるが、わが国が自国の平和と

安全を維持し、その存立を全うするために必要な自衛の措置をとること

は容認されている」というものである。 

    そして、ここでなぜ、「存立を全うするために必要な自衛の措置」が容

認されているかというと、 

    「自衛権は国が独立国である以上、その国が当然に保留する権利である。憲法

はこれを否定していない。従って現行憲法のもとで、わが国が自衛権を持っている

ことは極めて明白である」（１９５４年（昭和２９年）１２月２２日衆議院予算委員会

大村防衛庁長官答弁） 

    「日本国は独立主権国として自国の安全を放棄しているわけではない…主権国家

固有の自衛権は否定していない」（１９９９年（平成１１年）５月２０日参議院日米

防衛協力特別委員会大森内閣法制局長官） 

   というのである。 

   ウ ところで、集団的自衛権とは、「自国と密接な関係にある外国に対する

武力攻撃を、自国が直接攻撃されていないにもかかわらず、実力をもって

阻止することが正当化される地位」であり（昭和４７年政府見解）、その

本質は他国防衛である。そして、この集団的自衛権という概念は、第二次

世界大戦後、国際連合が集団安全保障の理念を掲げつつも、冷戦下で常任

理事国の一致が得られにくくなったことを背景に、安全保障理事会が必要

な措置をとるまでの間の暫定的な違法性阻却事由として妥協的に規定され

たものであり、国連憲章５１条によって新たに登場した概念である。 

     したがって、集団的自衛権は、自衛権という名称を付されているが、そ

れは本来の自国の独立・存立を守るためのへの直接の侵略の排除という意

味での自衛の権利とは異質な概念であって、「主権国家固有の自衛権」で
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はない。 

   エ 以上のように、政府が憲法９条の下でも武力行使が容認されている根拠

は、あくまでも日本が独立国である以上固有の自衛権すなわち個別的自衛

権を有しているということにあり、この基本的論理は現在でも変わってい

ない。そうであるならば、主権国家固有の自衛権とは言えない集団的自衛

権を根拠として武力行使をすることは、現在も（上記７．１閣議決定の後

も）、そして政府のよって立つ憲法９条についての「基本的論理」の下に

おいても、憲法９条に違反するものと言わざるを得ない。 

     したがって、集団的自衛権の行使となる防衛出動を認めた武力攻撃事態

法の規定は憲法９条に反し、無効である。 

  ⑹ 新３要件の危険性 

    以上のように、集団的自衛権の行使を規定していること自体が憲法９条違

反なのであるが、さらに武力攻撃事態法に定められた、いわゆる「新３要

件」の危険性を以下に指摘する。 

   ア まず、「他国にする武力攻撃」に対して日本が武力をもって反撃すると

いうことは、法理上、これまで基本的に日本周辺に限られていた武力の行

使の地理的限定がなくなり、外国の領域における武力の行使、すなわち 

海外派兵を否定する根拠もなくなることを意味する。 

   イ そして第１要件（わが国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発

生し、これによりわが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追

求の権利が根底から覆される明白な危険がある場合）についていえば、従

来の３要件の①（日本に対する急迫不正の侵害があること、すなわち武力

攻撃が発生したこと）における「わが国に対する武力攻撃」があったかな

かったかは事実として明確であるのに対し、他国に対する武力攻撃が「わ

が国の存立を脅かす」か否か、「国民の生命、自由及び幸福追求の権利を
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覆す」か否かは、評価の問題であるから、極めてあいまいであり、客観的

限定性を欠いている。ここで用いられている「密接な関係」「根底から覆

す」「明白な危険」 なども全て評価概念であり、その該当性は判断する者

の評価によって左右される。そして法案審議における政府の国会答弁によ

れば、この事態に該当するかどうかは、結局のところ、政府が「総合的に

判断」するというのである。 

     ２０１５年（平成２７年）５月２６日衆議院本会議安倍首相答弁 

     「いかなる事態がこれ（引用者注：存立危機事態）に該当するかについては、事

態の個別具体的な状況に即して、政府がすべての情報を総合して客観的、合理

的に判断することとなるため、一概に述べることは困難ですが、実際に我が国と密

接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生した場合において、事態の個別具

体的な状況に即して主に、攻撃国の意思、能力、事態の発生場所、事態の規

模、態様、推移などの要素を総合的に考慮し、我が国に戦火が及ぶ蓋然性、国

民が被ることとなる犠牲の深刻性、重大性などから客観的、合理的に判断するこ

ととなります。」 

   ウ 第２要件（他に適当な手段がないこと）及び第３要件（必要最小限度の 

実力の行使）は、表現はこれまでの自衛権発動の３要件と類似している

が、前提となる第１要件があいまいになれば、第２要件、第３要件も必然

的にあいまいなものになるのである。 

     例えば、国会審議を含めて政府から繰り返し強調されたホルムズ海峡に 

敷設された機雷掃海についてみれば、第１要件のいう「わが国の存立が脅 

かされ、国民の生命等が根底から脅かされる」のは、経済的影響でも足り

るのか、日本が有する半年分の石油の備蓄が何か月分減少したら該当する 

のか、そのときの国際情勢や他国の動きをどう評価・予測するのかなどの

判断の仕方に左右され、第２要件の「他の適当な手段」として、これら 
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に関する外交交渉による打開の可能性、他の輸入ルートや代替エネルギー 

の確保の可能性などの判断も客観的基準は考えにくく、さらに第３要件の

「必要最小限度」も第１要件・第２要件の判断に左右されて、派遣する自 

衛隊の規模、派遣期間、他国との活動分担などの限度にも客観的基準を見 

出すことは困難である。 

   エ 以上に加えて、２０１３年(平成２５年)１２月に制定された特定秘密保

護法により、防衛、外交、スパイ、テロリズム等の安全保障に関する情報

が、政府の判 断によって国民に対して秘匿される場合、「外国に対する武

力攻撃」の有無・内容、その日本及び国民への影響、その切迫性等を判断

する偏りのない十分な資料を得ることすらできない。政府の「総合的判

断」の是非のチェックができないのである。 

オ こうして、安保関連法（事態対処法）に基づく集団的自衛権の行使容認

は、その行使の３要件が客観的限定性をもたず、きわめてあいまいである

ため、時の政府の判断によって、日本が、他国のために、他国とともに、

地理的な限定なく世界中で武力を行使することを可能にするものとして、 

憲法９条の規定に真っ向から違反するものと言わざるを得ない。 

⑺ 立憲主義違反 

   そもそも、政府は、上記のような理屈のもとで従来の憲法解釈を変更する

ことを宣言した（「憲法上許容されると判断するに至った」）。 

   これは、政府自身が、今般の「存立危機事態における集団的自衛権の行

使」は、従来の政府解釈に照らせば違憲である、ということを認めたもの

に他ならない。 

   ところで、日本国憲法は、立憲主義に立脚しており、憲法前文は「政府の

行為によってふたたび戦争の惨禍が行ることのないやうにすること決意し

…この憲法を確定する」と宣言し、また憲法９条は徹底した平和主義を定
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めている。このような規定からすれば、日本国憲法は、「戦争が起こらない

ようにする」ことをその根本基底とし、「政府が戦争を起こさないように」

政府の行為を羈束していることは明らかである。そうであるなら、政府が

戦争をできるように（しやすくなるように）することは、憲法の根本基底

とは反対の方向、これに反する方向への変革であり、政府への羈束・制

約・縛りを緩める方向への変更なのであるから、憲法を制定した国民自身

による「憲法改正」の手続きを必要とするのが当然の理である。それは、

国会の法律制定よっても覆すことのできないものなのである。 

   それにも拘らず、「解釈の変更」によって、憲法の根本基底を変更して政

府への縛りを緩めるということは、立憲主義に違反し、日本国憲法の根本

自体を揺るがすものであって絶対に許されるものではない。 

 

２ 後方支援活動（協力支援活動）の違憲性 

⑴  後方支援活動の拡大 

   自衛隊は、重要影響事態法における「重要影響事態」及び国際平和支援法

における「国際平和共同対処事態」において、「後方支援活動」（協力支援

活動）をすることができる。成立した安保関連法に定められた「後方支援

活動」とは、その実態は、自衛隊に属する水・食料・機器等の物品の提供

及び自衛隊の部隊等による輸送・修理・医療等の役務の提供といった「兵

站(へいたん）」活動を主な内容とする。 

  ⑵ 後方支援活動の問題点、従来の政府解釈 

   従来、後方支援活動をめぐり問題となってきたのは、自衛隊の活動そのも

のが「武力の行使」にあたらないとしても、他国の武力行使と一体になる

ことによって、結局、憲法９条が禁止する「武力の行使」と評価されるの

ではないかという点である。 
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   この点につき、政府は、「いわゆる一体化論と申しますのは、わが国に対

する武力行使がない、武力攻撃がない場合におきまして、仮に自らは直接

武力の行使にあたる行動をしていないとしても、…他のものが行う武力の

行使への関与の密接性などから、わが国も武力の行使をしたという法的評

価を受ける場合があり得る。そのような法的評価を受けるような形態の行

為はやはり憲法９条において禁止せられるのである。」（大森政輔内閣法制

局長官１９９７年（平成９年）１１月２０日衆議院安全保障委員会答弁）

との見解を示してきた。 

   そして、これまでの各法制は、上記の政府解釈に基づき、武力行使の一体

化論を前提に、他国軍隊の武力行使と一体化しないように法制化してきた

とされている。 

   具体的には、まず活動地域について、周辺事態法において、米軍の支援を

行うことのできる地域を「後方地域」すなわち「現に戦闘行為が行われて

おらず、かつ、そこで実施される活動の期間を通じて戦闘行為が行われる

ことがないと認められる地域」に限定することによって、米軍による武力

の行使と一体化しないとされた。また、旧テロ特措法においても、周辺事

態法と同じ「後方地域」に活動範囲は限定されていた。 

   ここで限定された活動地域は、「非戦闘地域」と称され、ここでの活動

は、武力行使に当たらない、武力行使と一体化しないとの解釈が行われ

た。旧イラク特措法においても同様の解釈の下、制定されている。 

   この点については、７．１閣議決定においても次のように述べられてい

る。 

   いわゆる後方支援といわれる支援活動それ自体は、「武力の行使」に当た

らない活動である。 (中略） 一方、憲法第９条との関係で、わが国によ

る支援活動については、他国の「武力の行使と一体化」することにより、
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わが国自身が憲法の下で認められない「武力の行使」を行ったとの法的評

価を受けることがないよう、これまでの法律においては、活動の地域を

「後方地域」や、いわゆる「非戦闘地域」に限定するなどの法律上の枠組

みを設定し、「武力の行使との一体化」の問題が生じないようにしてきた

（しかし、このような、政府解釈に基づく「非戦闘地域」であっても、イ

ラク派遣の実態から明らかなように、自衛隊の宿営地に迫撃砲やロケット

弾による攻撃が１０回以上発生している）。 

   また、活動の内容として、米軍に対する物品・役務の提供であったが、弾

薬を含む武器の提供、戦闘作戦行動のために発進準備中の航空機に対する

給油・整備が除外されていた。 

  ⑶ 後方支援活動の違憲性 

   これに対し、新法では、従来の周辺事態法やイラク特措法等に見られた

「後方地域」「非戦闘地域」という枠組みではなく、「現に戦闘を行ってい

る現場」でなければよいとされた。この点について、７．１閣議決定では

以下のように述べる。   

   政府としては、いわゆる「武力行使との一体化」論それ自体は前提とした上で、その

議論の積み重ねを踏まえつつ、これまでの自衛隊の活動の実経験、国際連合の集

団安全保障措置の実態等を勘案して、従来の「後方地域」あるいはいわゆる「非戦闘

地域」といった自衛隊が活動する範囲をおよそ一体化の問題が生じない地域に一律

区切る枠組みではなく、他国が「現に戦闘行為を行っている現場」ではない場所で実

施する補給、輸送などのわが国の支援活動については、当該他国の「武力の行使と

一体化」するものではないという認識を基本とした以下の考え方に立って、わが国の

安全の確保や国際社会の平和と安定のために活動する他国軍隊に対して、必要な

支援活動を実施できるようにするための法整備を進めることとする。 

   （ア） わが国の対象となる他国軍隊が「現に戦闘を行っている現場」では支援活動
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は実施しない。 

   （イ） 仮に、状況変化により、わが国が支援活動を実施している場所が「現に戦闘行

為を行っている現場」となる場合には、直ちにそこで実施している支援活動を休止ま

たは中断する。 

   ここでは、安保関連法においても従来の「武力行使との一体化論は維持す

る」ことが示されており、したがって、現在の政府解釈においても「他国

の武力行使と一体」とみなされるような活動を行うことは憲法９条に違反

することになり、その前提に立った上でも、安保関連法で新たに認められ

た活動は「武力行使の一体化」にはならず、憲法９条に違反しない、とい

うのである。 

   では、上記閣議決定の述べるように、新法であらたに自衛隊がなし得るこ

ととされた「後方支援活動」は、「他国の武力行使と一体化」することはな 

いと認められるのか。 

   この武力行使の一体化の判断基準、判断要素としては、「大森４要素」と

呼ばれるものが示されている。すなわち、わが国の活動が他国の武力の行

使と一体化するかどうかの判断について、 

① 戦闘活動が行われている、又は行われようとしている地点と当該行動

がなされる場所との地理的関係 

   ② 当該行動等の具体的内容 

   ③ 他国の武力の行使の任に当たる者との関係の密接性 

   ④ 協力しようとする相手の活動の現況 

であり、これら諸般の事情を総合的に勘案して個々的に判断するというもの

である。 

   これは、１９９６年（平成 8 年）５月２１日の参議院内閣委員会において

大森政輔内閣法制局長官（当時）が示したものであり、イラク訴訟におけ
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る名古屋高裁においては、この要件に照らして、イラクにおいて自衛隊が

行った米軍兵士の輸送が「米軍の武力行使と一体化している」と判断され

たのである。 

   「米軍との密接な連携の下で、米軍と武装勢力との間で戦闘行為がされている地

域と地理的 に近接した場所において、対武装勢力に対する戦闘行為を行うヘリに

対して給油を行っているものということができ、現代戦において輸送等の補給活動も

また戦闘行為の重要な要素であると言えることを考慮すれば、米軍の戦闘行為にと

って必要不可欠な軍事上の後方支援を行っているということができる。したがって、上

記４要件に照らし他国による武力行使と一体化した行動であって、自らも武力の行

使を行ったと評価を受けざるを得ない行動である。」  

   そして、安保関連法の審議の中で、武力行使の一体化については、従来か

らの上記４要素を基準として判断されるとの政府見解に変わりがないこと

が示されている（２０１５年(平成２７年)８月２６日参議院安保特別委横

畠裕介内閣法制局長官答弁）。 

  ⑷ 大森４要素に基づく検討 

   では、安保関連法で新たに自衛隊がなし得ることとされた「後方支援活

動」は上記４要件に照らして「武力行使の一体化」となることはないの

か。 

   先にも述べたように、安保関連法においては「後方支援活動」を行う「地

域」と「活動内容」が大きく変更された。これをより具体的に述べると、

自衛隊は以下のような活動をなし得ることとなったのである。 

①  現に戦闘の行われている現場でさえなければ、「後方地域」ではない前

方地域・前線で兵站活動をすることができる。そこには、自衛隊が活動

を行う期間中に戦闘現場となることが予想される地域・場所が含まれ、

つい先刻まで戦闘現場であったが現在は戦闘が止んでいる場所も含まれ
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る。そして、それらの場所は、現に戦闘となっている現場でさえなけれ 

ば、そこに距離的に近接した場所でも構わない。 

  ② 弾薬の提供ができる。ここで新たに提供可能となる「弾薬」とは、武器

とともに用いられる火薬類を使用した消耗品であり（２０１５年(平成２

７年)７月３０日参議院安保特別委員会中谷防衛大臣答弁)、ここには小

銃の弾薬だけでなく、手りゅう弾、ロケット弾、戦車砲弾、りゅう弾砲

弾、無反動砲弾、クラスター爆弾、劣化ウラン弾、ミサイル、核弾頭な

ども含まれる（同委員会中谷答弁、同年 7 月 29 日、8 月 3、4、5 日）。 
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 ③ 爆撃に向かおうとしている戦闘機、戦闘ヘリへの給油、空中給油も、洋

上給油も行い得る 

    例えば弾薬の提供の場合、「現に戦闘が行われている現場」でさえなけ

れば、現に戦闘が行われている現場の直近であっても行い得ることとな

る。現に戦闘活動を行っている他国軍隊の戦車や自走式ロケット砲発射機

などのためにそれら砲弾の提供を行うことができる。 

    また、先刻まで戦闘が行われていた現場やいつまた戦闘が行われるかも

しれない現場で、その戦闘行動を行う戦車等への砲弾の提供を行うことが

できる。そもそも、ミサイルは「現に戦闘が行われている現場」から遠く

離れたところから発射されるものである。 

    また、安保関連法の審議の中で、海上自衛隊が作成の資料において実際

の運用イメージが示されていることが指摘された（２０１５年(平成２７

年)７月２９日参議院安保特別委員会）。これは、米軍ヘリが敵潜水艦を探

知し、追加部隊が投入されて敵潜水艦を攻撃した後、海上自衛隊のヘリ空

母(ＤＤＨ)に着艦して給油、再度敵潜水艦に武力攻撃を行うという想定で

ある。この活動について、魚雷の射程外であれば「戦闘行為が行われてい

る現場」には当たらず自衛隊が行うことを、安保関連法は容認している。 
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⑸ 政府見解の不当性 

   この点、国会審議の中で、「戦闘作戦行動のために発信準備中の航空機

に対する給油及び整備」について、政府は以下の見解を示し、他国の武力

行使との一体化はしないとの見解を示している（２０１５年衆議院安保特

別委員会塩川鉄也議員要求）。 

   ① 実際に戦闘行為が行われる場所とは一線を画する場所で行うものであるこ

と 

 ② 支援活動の具体的内容が給油及び整備であり、戦闘行為とは異質の活動

であること 

   ③ 自衛隊の部隊等は他国軍隊の指揮命令を受けるものではなく、わが国法令

に従い自らの判断で活動するものであること 

   ④ 支援する相手方の活動の現況は、あくまで発信に向けた準備中であり、現

に戦闘行為を行っているものではないこと 

   しかし、これら政府見解は、まったく不合理なものである。 

   ① 実際の戦闘行為の場所とは一線を画するというが、いつその場所が

戦闘現場になるかもしれず、また先刻まで戦闘現場であった場所で

もよいのであるから、到底一線を画するとは言えない。 

②  給油や整備は戦闘行為とは異質の活動というが、そもそも後方支

援活動は戦闘行為そのものではなく、質の異なる活動という前提

で、それでもなお武力行使と一体化してはならないという制約なの

であるから、戦闘行為とは異質といってみても武力行使の一体化を

否定する理由とはならない。そして、戦闘作戦のために発進準備中

の航空機はまさに今すぐに戦闘行為・武力行使を行おうとしている

のであり、戦闘行為・武力行使に極めて近接した時点で行われるも

のである。そして、この給油活動、整備活動がなければ、また完了
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しなければ当該航空機は戦闘行為に向けての発進ができないのであ

る。現実の作戦行動においては、戦闘行為を行った戦闘機が給油の

ために基地や母艦に一旦戻り、給油と機体の整備を受けてまた発進

するということが行われている。この場合まさに、給油と整備活動

は現実に行われている戦闘行為と密接不可分な関係ということがで

きる。 

   ③ 自衛隊の指揮系統が他国軍隊とは別個というが、４要素の③は「他

国…との関係の密接性」を判断要素としている。すなわち、指揮系統

が別個であるということは、その密接性の判断要素の一つではある

が、そのことのみをもって密接度が低いということにはならない。そ

もそも、他国軍隊が戦闘作戦をする際にその航空機に給油整備を行う

ということは、その作戦について他の実施国と入念な打ち合わせをし

なければできないことである。そして、いったん作戦が始まったのち

に「指揮命令系統が違う」からといって、日本が独自にその給油整備

活動をやめてしまったとすれば、その作戦計画自体が遂行できなくな

ってしまうのであるから、外交上の大問題となる。そのようなこがで

きるはずがなく、「指揮命令系統が別」ということは、いったん始ま

った作戦の上では密接性を否定する要素とはならない。 

③  また、発信準備中であり戦闘行為を行っていない、というが、支援活

動の相手方たる他国部隊の一部航空機がすでに戦闘行為を行っていれば

その部隊による戦闘行為をおこなっている最中といいうるし、また②で

述べたように、給油整備の対象となっている航空機が戦闘行為（爆撃行

為）を行い終わって給油のためにいったん帰還した時点で「戦闘行為を

行っていない」といいうるのか疑問である。 

   このように、武力行使と一体とはならないとの政府見解は全く理由
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がなく、むしろここで述べた現状からすれば、場所的にも時間的に

も近接・密接で、まさに戦闘作戦実施中の航空機への給油やその整

備は、その他国軍隊の武力行使の一部に完全に組み込まれてしまう

必要不可欠な作業であり、武力行使と一体化したものである。 

   よって、政府のよって立つ「武力行使の一体化」の制約にすら違反

し、ひいては憲法９条の武力行使にあたり違憲な活動であることは

明らかである。 

 

第５ 集団的自衛権の行使等によってもたらされる状況 

 １ 以上のとおり、安保関連法において規定された、①自衛隊法７６条１項２号

に基づく存立危機事態における防衛出動（集団的自衛権の行使）、②重要影響

事態法６条１項又は２項に基づく重要影響事態における後方支援活動、③国

際平和支援法７条１項又は２項に基づく国際平和共同対処事態における協力

支援活動は、憲法９条に違反するものである。 

   憲法９条はこれまで、少なくとも、このような上記①ないし③の行為（以下

「集団的自衛権の行使等」という。）を国に禁止することによって、日本が他

国の戦争に参加・加担し、又は他国の戦争に巻き込まれて戦争当事国となる

ことのないよう、その歯止めとなってきた。 

 ２ ところが、集団的自衛権の行使は、日本が他国の戦争に、海外にまで出向い

て参加し、武力を行使して、日本を戦争当事国とする。従来の法制と憲法解

釈の下では、日本の領域が外部から武力攻撃を受けない限り、日本は戦争当

事国になることはなかったのに対し、集団的自衛権の行使の容認は、日本が

積極的に打って出て、戦争をする機会を大きく広げたものである。そして、

日本が戦争当事国になれば当然に、敵対国ないし敵対勢力からの武力攻撃や

あるいはテロ攻撃を、日本の領域に対しても招くことになる。すなわち、日



51 

 

本の国土が戦場となるのである。 

 ３ 重要影響事態法、国際平和支援法による後方支援活動等についても、これは

前記のように、戦闘行為の現場近くで弾薬の提供等まで行う兵站活動を認め

るものであるから、容易に外国軍隊との武力行使の一体化を招く。相手国等

からすれば、自衛隊は正当な攻撃対象となるのであり、自衛隊がこれに反撃

して戦闘状態となる危険、すなわち自衛隊による武力の行使に至る危険が極

めて高い。 

   こうしてここでも、後方支援活動等から、日本は戦争当事国となり、日本の

領域に対しても武力攻撃やテロ攻撃を招くことになる。ちなみに、安保関連

法案の国会審議において、政府は、ＩＳ（イスラム国）に対する空爆の後方

支援活動は、「法理論としては対象になるが、政策判断として考えていない」

旨の答弁をしている（２０１５年（平成２７年）５月２８日衆議院平和安全

法制特別委員会）。すなわち政府の政策判断が変われば、ＩＳ空爆の後方支援

もありうるのであり、日本や日本人は、ＩＳのテロの標的となることを覚悟

しなければならない。 

 

第６ 原告らの被侵害利益（平和的生存権） 

 １ 平和的生存権の裁判規範性 

   日本国憲法前文は、「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることのな

いやうにすることを決意し」、また、「平和を愛する諸国民の公正と信義に信

頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意し」、「全世界の国民が、ひ

としく恐怖と欠乏から免かれ、平和の裡に生存する権利を有することを確認

する」と規定する。 

   平和は、国民が基本的人権を保障され、人間の尊厳に値する生活を営む基本

的な前提条件であり、日本国憲法は、全世界が国民の有する「平和のうちに



52 

 

生存する権利」を確認することに基づいて国際平和を実現し、その中で基本

的人権と個人の尊厳を保障しようとした。したがって、平和のうちに生存す

る権利は、全ての基本的人権の基礎にあってその共有を可能ならしめる基底

的権利であり、単に憲法の基本的精神や理念を表明したにとどまるものでは

なく、法規範性を有するものと解されるべきものである。 

 この平和的生存権の具体的権利性は、包括的な人権を保障する憲法１３条

の規定並びに憲法 25 条の自由権的側面の内容をなすものとして根拠づけられ

るとともに、憲法９条の平和条項によって制度的に裏付けられる。 

 そして、かかる平和的生存権は、国の行為によって被害者となる場合だけ

でなく、加害者にさせられる場合にも、ひとしくその権利性が認められる。

なぜならば、「全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免れ、平和の裡に生

存する」ことは、被害者にならないという片面的なものでなく、加害者にも

ならないという相互性が認められて初めて可能だからである。 

 

 ２ 平和的生存権の深化 

 ⑴ 恵庭事件 牧場経営の農民二人が防衛共用物損壊罪で起訴された事件であ

る。日本国憲法が保障した国民が平和に生活していく権利をまもらなけれ

ばならないと４００名の弁護士が立ち上がり、無罪判決を勝ち取った事件

である。しかし、この事件は単なる刑事事件で終わることなく、国民の平

和に生きる人権保障の裁判として取り組まれた。検察は敗訴したが上訴し

なかった。それは、この裁判の本質が国民の圧倒的な支持があった憲法裁

判であったからである。ここに平和的生存権が司法の場で誕生したのであ

る。 

 ⑵ 長沼裁判 恵庭事件の承継・発展ともいえる事件で、日本国憲法と自衛隊

に対する司法審査の歴史の中で最も本格的な憲法判断をした例である。こ
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の判決は、まさに、訴状の冒頭で触れた「平和に生きることなくして人権

の尊重なく、人権の尊重なくして平和はありえない」という平和憲法に客

観的に内在する真理の発見・強化であり、学問的進歩を促したものと位置

づけることが可能である。 

 

 ３ 具体的な判例 

⑴  この点、長沼訴訟の札幌地裁判決は、 

「（森林法の）各規定は帰するところ、 憲法の基本原理である民主主義、基本的人

権尊重主義、平和主義の実現のために地域住民の「 平和のうちに生存する権利」

（憲法前文）すなわち 平和的生存権を保護しようとしているものと解するのが正当で

ある。したがつて、もし被告のなんらかの森林法上の処分によりその地域住民の右に

いう 平和的生存権が侵害され、また侵害される危険がある限り、その地域住民には

その処分の 瑕疵を争う法律上の利益がある。」 

「そして、この、社会において国民一人一人が平和のうちに生存し、かつ、その幸福を

追及することのできる権利をもつことは、さらに、 憲法第三章の各条項によつて、個

別的な基本的人権の形で具体化され、規定されている。ここに 憲法のいう平和主

義と基本的人権尊重主義の二つの基本原理も、また、密接不可分に融合しているこ

とを見出すことができる。 」 

と判示し、平和的生存権の裁判規範性を認めた上で、原告らの訴え（保安

林指定処分の取り消し）を認める判決をした。 

  ⑵ また、イラク訴訟名古屋高裁判決は、 

 「憲法９条に反する国の行為、すなわち戦争の遂行、武力の行使等や戦争の準備

行為等によって、個人の生命、自由等が侵害され又は侵害の危険にさらされ、あるい

は、現実的な戦争等による被害や恐怖にさらされるような場合、また、憲法９条に違

反する遂行等への加担・協力を強制されるような場合には、平和的生存権の主とし
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て自由権的な態様の表れとして、裁判所に対し当該違憲行為の差し止め請求や損

害賠償請求等の方法により救済を求めることができる」  

 と判示し、平和的生存権の侵害が裁判上救済されうることを示した。 

⑶ さらに、イラク訴訟岡山地裁判決においても、 

 「平和的生存権については、法規範性、裁判規範性を有する国民の基本的人権と

して承認すべきであり、本件における原告らの主張にかんがみれば、平和的生存権

は、すべての基本的人権の基底的権利であり、憲法九条はその制度規定、憲法第

三章の各条項はその個別人権規定とみることができ、規範的、機能的には、徴兵拒

否権、良心的兵役拒絶権、軍需労働拒否権等の自由権的基本権として存在し、ま

た、これが具体的に侵害された場合等においては、不法行為法における被侵害利

益としての適格性があり、損害賠償請求ができることも認められるというべきである。」  

   と判示した。 

  ⑷ かくして一連の判決は「立憲民主平和主義」の憲法下で、国民に、「平和

と人権が一体」となって保障されている平和的生存権が、「基底的権利とし

て裁判的救済を受けうる場合のある法的規範」であることを「憲法の番人」 

である裁判所が明確にした。平和憲法に客観的に内在する真理の後退はあって 

はならないのである。 

  

４ 具体的な平和的生存権の内容 

  平和憲法に客観的に内在する真理の発見・強化や学問的進歩、そして判例の   

積み重ねは、平和的生存権の内容を具体的に豊かにした。 

そして、日本国憲法が過去の戦争の反省の上に立ち、徹底した平和主義を定

めたものであることに鑑みるとき、平和的生存権は以下の具体的な内容を含ん

でいる。 

  すなわち、日本国民は、日本人３１０万人、世界では５２００万人の死者を
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生じた第二次世界大戦など悲惨を極めた過去の戦争の結果、そこでの人間の尊

厳の蹂躙、生存者にも残る癒えない傷跡など、政府の行為によって再び戦争の

惨禍がおこることのないことを心から希求し、憲法前文及び９条に基づいて、

戦争を放棄して戦力を持たず、武力を行使することのない平和国家日本の下で

平和のうちに生きる権利を有している。 

そうであるなら、この平和的生存権は、より具体的には、 

 ･恐怖と欠乏から逃れ平和のうちに生存する権利 

 ・平和国家で生きる権利＝戦争や武力行使をしない日本に生存する権利 

 ・平和を求める良心 

 ・戦争や軍隊によって他者の生命を奪うことに加担させられない権利 

 ・他国の民衆への軍事的手段による加害行為と関わることなく、自らの平

和的確信に基づいて平和のうちに生きる権利 

 ・信仰に基づいて平和を希求し、すべての人の幸福を追求し、そのために

非戦･非暴力･平和主義に立って生きる権利 

 という、きわめて多様で幅の広い奥行きの深い内容を持った権利であるという

ことができる。 

   これらは、一方で日本国憲法のような平和的生存権の規定をもたない諸外国

では、単なる「平和への願い」や｢宗教上の信仰」「何があろうと他人に危害

を加えたくない良心」にとどまる場合が多い。しかし、先の大戦の痛烈な反

省に立って「政府の行為によって再び戦争の参加が起こることのないように

誓い」、｢恐怖と欠乏から逃れ平和のうちに生存する権利」を基本的人権とし

て保障している日本国憲法の下では、平和的生存権は裁判によって救済を図

りうる具体的権利なのである。今の国際社会では、戦争をする、しないの判

断は、最終的にはその時の政府が握っている。政府が戦争をすると決めたた

ら、国民の権利はストップさせられてきた。そこでは、平和というものは、
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すべて国の判断にゆだねられてしまっており、戦争をする、しないの選択権

は国民にはない。それに対して、平和的生存権が権利として認められた日本

国憲法の下では、戦争するかしないかの判断について、戦争を拒否する権利

が国民にあるのであって、多数決によっても奪うことが出来ない人権とし

て、少数者、ひとりの個人として、戦争への加担を拒否することができるの

である。 

   そして、以下に述べるように、平和的生存権は、原告らの人格と一体となっ

てその核心部分を構成しているのである。 

 

５ 原告らの権利侵害の具体的内容 

⑴ 北海道における戦争被害 

ア 遠い海に散った道民兵 

太平洋戦争開戦時、第 7 師団（旭川）は道内唯一の師団で、「旧陸軍の

師団の中で最強だった」と言われていた。１９４２年（昭和１７年）６

月、第７師団歩兵第２６連隊がアッツ島を占領したが、翌年「玉砕」し

た。戦死者２６３８名でうち道内出身者は８６４名に上った、同年 8

月、第７師団歩兵第２８連隊を中核とする部隊が、ガダルカナル島に投

入されたが約９００名が全滅した。 

１９４５年（２０年）３月、沖縄戦が始まった。民間人、米兵を含め

て約２０万人が死亡。第７師団の兵士をふくめた道内出身者も１万人以

上が犠牲となった。その数は都道府県別では沖縄県に次ぐ。 

イ 北海道における空襲 

１９４５年（昭和２０年）７月１４日、１５日、米海軍は釧路や苫小牧

など太平洋沿岸を中心に空襲を行った。飛行場などの軍需施設だけでは

なく、多くの民 家や病院、駅などが攻撃を受けた。道内で唯一艦砲射
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撃を受けた室蘭市では５００人以上が死亡した。根室市では約３９０

人、釧路市で約２３０人が犠牲となり道内の死者数は推計２９００人に

上る。満州事変から日中、太平洋戦争を通じて、道内の戦没者は１１万

人近くに上った。 

ウ 侵攻ソ連の標的に 

 ソ連は終戦の１週間前に中立条約を一方的に破棄し、終戦後も樺太や

満州に侵攻した。ソ連軍は、８月１８日千島列島のシュムシュ島（占守

島）へ上陸し、北方４島を占領。日本兵約６０万人はシベリアに送られ

強制労働に従事した。抑留者のうち３～４万人が道内出身者とみられ

る。８月２２日，樺太からの引き上げ船３隻が留萌沖で攻撃を受け、「泰

東丸」「小笠原丸」が沈没。「大新興丸」は大破。１７００余の犠牲者を

出した。 

 スターリンは、釧路と留萌を結ぶ直線から北側を占領する意向を示し

たが米大統領トルーマンが拒否したため実現しなかった。このとき、北

海道は、朝鮮半島、ドイツと同様、南北に分断される可能性があった。  

太平洋戦争中、北海道は産業面で二つの「使命」が課せられた。石炭

の増産と一次産品の安定的供給である。ただ戦況の悪化により炭鉱や農

場での労働力は不足。それが朝鮮人や中国人の強制連行や子供を含めた

勤労奉仕を加速させた。こうした朝鮮の人々や中国人は、終戦時、道内

炭鉱労働者の半分近い３万７０００人に上り、坑内夫に限っては６割が

連行労働者だった。 

農業でも人で不足は深刻であった。４４年には、十勝地方の川西村

（現帯広市）には延べ約５万２６００人が援農隊を派遣された。戦争末

期では、食料供給が追いつかず、札幌・大通公園が自給菜園となった

（以上、北海道新聞編戦後７０年北海道と戦争より一部引用）。 
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    このように、北海道の戦争は、招集令状で広島にある船舶通信隊補充

隊へ入隊して被爆した被爆者だけでなく、隣国の同胞も巻き込んで、北

の大地に住む人びと一人一人に重く襲いかかり、誰一人余すことなく、

肉体にも、精神にも、非人間的な生活を強いられてきた。 

だからこそ、戦争体験者はもとより、その悲惨さを追体験した人たち

までが、二度と再び戦争をしてはいけない、愚かな行動をさせてはなら

ないと痛切に考えた。その心からの思いが、平和な日本で暮らしたい、

二度と人を殺すために銃を持たない、だれからも殺されないで生きた

い、恐怖や欠乏のない平穏な生活を送りたい、平和に豊かに生きる権利

こそが最も貴重でかけがえのない基本的人権であるということを、主権

者である国民は、人類の良識として、子孫に残す希望として、人間の理

性として、そして人間の尊厳の実現として、日本国憲法の中に平和的生

存権を書きこんだのである。 

今、多くの国民は、施行された安保関連法のもとで、軍事行動の勃発

の緊迫、そしてわが国の平和の危機を日常的に感じ取っており、自己が

持つ平和に生きる権利を侵害されていることを日々実感している。 

エ 以下、本訴状では、まず、個々の原告のうち１３人について、各人に

生じている平和的生存権の侵害事実を見ていく。 

 

⑵  原告 川原茂雄 

ア 原告川原茂雄（以下「原告川原」という。）は、３５年間に渡り道立高校

の社会科教員として教壇に立ち、現在は札幌市内の大学において将来教員

を目指す学生を指導している。 

  長沼町出身の原告川原は、もともと自衛隊や憲法９条に関心を抱いてい

たところ、高校２年のときにいわゆる長沼ナイキ訴訟第一審判決に接した。
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裁判所が自衛隊の違憲性を認めた同判決に原告川原は大きな衝撃を受け、

社会への関心から社会科教員を目指すようになった。 

  このような背景から、原告川原は平和主義や憲法９条に特別な思い入れ

があり、生徒に対して日本国憲法における平和主義を単なる知識としてで

はなく、現実社会に息づいている確かな理念として教えることにこだわり

をもってきた。 

イ 原告川原は授業において、憲法は国民の権利を保障し、国家権力の暴走

を縛るものだという立憲主義を強調し、国家は憲法に従った政治を行わな

ければならないこと、憲法違反の法律を制定することは許されないことを

熱意をもって語り続けてきた。 

ウ しかしながら、安保関連法が成立したことにより、憲法違反の法律が成

立し、憲法違反の法律に基づく防衛施策が実行される事態が現実のものと

なった。安保関連法の成立は、原告川原がこれまで長い時間をかけて生徒

に語り続け、これからも教職を目指す学生達に語りかけようとしているこ

とと大きく矛盾する。このような暴挙がまかり通るならば、原告川原は生

徒に嘘を教えたことになる。原告川原にとって、自身が３５年間の長きに

渡って生徒に語りかけてきたことが間違いであったこととなり、これまで

の取組みが否定されることによる精神的苦痛は計り知れない。 

エ 道立高校の教員として教鞭をとってきた原告川原は、進路選択において

自衛官を選択する生徒にも多数接してきた。また、経済的事情から自衛官

任官を希望する生徒も目の当りにしてきた。 

  進路指導において自衛官を希望する生徒に対し、原告川原は、生徒の希

望を尊重するとともに、憲法９条の平和主義の下で日本は専守防衛の立場

を堅持しており、自衛官が海外で人を殺し、殺されることはないという前

提のもとで生徒を自衛隊に送り出した。 



60 

 

  しかしながら、安保関連法の成立後には、自衛官の危険性はこれまでと

は比較にならないほど大きいものとなる。自衛官は命令によって危険な任

務に就き、時には自らの生命さえ危険にさらすことになる。 

  安保関連法が成立した現在では、自衛官任官を志望する生徒を自衛隊に

入隊させることは、一人ひとりがかけがえのない存在である教え子を戦場

に送ることになる。このような事態は教員には耐えがたい苦痛である。 

オ 原告川原は、集団的自衛権を容認する閣議決定がなされた頃から、それ

までの政府解釈を閣議決定で変更することに大きな不正義や不条理を感じ、

安保関連法案反対のデモに参加するなど、声を上げてきた。 

  全国各地で法案反対の声が大きなうねりとなったにも関わらず、安保関

連法が成立したことにより、社会の空気が変わりつつあることを原告川原

は憂慮している。 

  原告川原が教壇で憲法の価値を語り、平和主義を語ったことに対し、「偏

向教育ではないか、中立性を害する教育を行っているのではないか」との

横やりが入るようになった。教育現場における自由が確保されず、教育現

場が萎縮する社会は、不健全な社会であり、最も危険である。原告川原は

安保関連法の成立による社会の変化にも精神的苦痛を受けている。 

カ ３５年の長きに渡って、憲法の価値や立憲主義、平和主義を誠実に生徒

に語りかけ、これからも若い世代に憲法を伝え続けようとする原告川原に

とって、安保関連法の成立は原告川原の教師としての歩みそのものを否定

するものであり、平和的生存権の侵害にほかならない。 

 

⑶  原告 兒玉健次 

原告兒玉健次（以下、「原告兒玉」という。）は、１９３３年（昭和８年）

５月２５日、広島県で出生した。広島大学文学部大学院中退後、高校教諭に



61 

 

なった。１９８６年（昭和６２年）の第３８回衆議院選挙で初当選し、通算

４期衆議院議員を務めた。現在は北海道革新懇代表世話人の一人である。 

原告兒玉は、２００５年（平成１７年）、同じ選挙区で議席を争った元自民

党衆議院議員箕輪昇が提起した自衛隊イラク派兵差止北海道訴訟第二次訴訟

に、元民主党参議院議員竹村泰子、元社民党衆議院議員山内恵子や様々な政

治的立場に立つ研究者、医師、教師、宗教者、市民活動家とともに、原告と

して加わった。 

原告兒玉は、その訴訟で、原告意見陳述として、１９９０年（平成２年）

１０月１６日、国会に提出された国連平和協力法案を、憲法９条を正面から

押し出し法案の違憲性を追及し、廃案にした自らの経験を語っている。それ

は、「国会が機能を発揮すれば、憲法に責任を持つことができる。」というこ

とである。 

国会がその機能を発揮せず、憲法に違反する法律を数の力で成立させた最

悪のケースが２０１５年（平成２７年）９月の安保関連法案である。国会が

機能を発揮せず、憲法９条違反の法律を成立させた、二重の意味で、憲法の

深刻な危機を感じている。 

原告兒玉の原点は、国民学校時代の集団疎開の体験である。原告兒玉は、

太平洋戦争が始まる前年に国民小学校に入った。父親の仕事の関係で満州、

東京、広島と移り、その間５つの小学校に通った。４年生の６月、山本五十

六元帥の国葬に黒いリボンをつけて道路にならばされたあたりからの原告兒

玉の記憶は、暗いものが多い。サイパン島が米軍の手に渡り、Ｂ２９が東京

の上空に姿を現し始めた１９４４年（昭和１９年）の夏、原告兒玉は、広島

市の中島国民学校に転校した。沖縄に米軍が上陸し、熊蜂によく似た艦載機

が機銃掃射して回り始めた１９４５年（昭和２０年）の５月、４年生以上の

生徒は学童疎開することになった。 
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原告兒玉にとって学童疎開の思い出は、いつも切実な空腹感―というより

はむしろ飢餓感といったほうが良い―を伴ってよみがえる。育ち盛り、食べ

盛りの子ども達に手って茶碗に軽く一膳の食事はまさに残酷だった。休みの

日などは、動くと腹が減るのでごろりと横になっていることが多かった。 

７月、たくさんの母親が集団で疎開先にやってきた。わずか半日の面会は

楽しかった。それだけに別れが悲しかった。空襲が激しくなり、残っている

都市は広島を含めて少数だったから、特に親の側には「これが見納めになる

かもしれない」という切迫感があったのだろう。別れの汽車が出るとき、親

も子も涙を流して別れを悲しんだ。 

８月６日、広島に原子爆弾が投下された。夕刻、疎開先に着いた汽車から

皮膚が焼けただれて破れた下着のようになった数人の男女が下車した。その

中には中島国民学校の先生がいたが，数日後に亡くなった。８月１５日の敗

戦の知らせで泣いた生徒は少なかったように思う。２０日ころ、原爆で死ん

だ家族の名簿が発表された。外地にいた父の指示で７月に家族全員が広島市

から疎開していた原告兒玉を除いて他の全員が広島市在住の肉親を失った。

みんなの泣き声の中で、原告兒玉は、「父か母か、どちらかが死んでくれたら

よかった。みんなにすまない」と本気で思った。 

原告兒玉の国民学校６年生の時の体験が、高校に入りストックホルムアピ

ール署名運動（核兵器絶対禁止を要求し、朝鮮戦争のさなか世界で５億人の

署名を集めた）に参加する動機となった。現在、日本は日本海沿岸に北海道

泊原発をふくめ数多くの原発を設置し、テロへの備えは極めて脆弱である。

安保関連法はテロへの危険を増大させ、国民の平和のうちに生存する権利を、

直接脅威にさらすとの危機意識を持っている。 

原告兒玉の戦争体験は、人間の痛切な経験であり、戦後７０年間の人生は

この経験を背負ったものであった。だからこそ教え子たちに平和の尊さ、日
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本国憲法の崇高な理念を教え、国会議員としてその実現に向けての実践の先

頭に立ったのである。集団的自衛権の行使等によって、日本が再び戦争する

国になることは、その体験と人格が根底から否定されることになり、原告兒

玉の平和的生存権の侵害そのものである。 

 

⑷  原告 野崎健美 

原告野崎健美（以下、「原告野崎」という。）は、１９３５年（昭和１０年）

１月１日生まれである。原告野崎は、大学卒業後すぐに実家の農場経営を引

き継いだ。野崎牧場は、1955 年（昭和３０年）ころから自衛隊の基地公害、

とくに大砲の騒音被害と自家発電および飲料用の水利権侵害に持に悩まされ

てきた。そのため父も母も体を壊し、恵まれた環境の牧場から札幌にやむな

く疎開せざるを得なかった。原告野崎は、騒音による公害で経済的被害だけ

でなく、家庭をも破壊されてしまった。ストレスから胃潰瘍になった原告野

崎の母はのちに胃癌で若くして亡くなった。 

原告野崎は、１９６２年（昭和３７年）１２月、演習騒音により牛の乳量

が減少するなどの被害対する抗議行動として、自衛隊の演習場内に入り、砲

撃訓練用の通信線を切断した。この恵庭事件は、3 年半に及ぶ公判は自衛隊

の違憲性が焦点となったが、札幌地裁は「通信線は防衛供用物にあたらず」

とし、兄弟を無罪とした。自衛隊の憲法判断は回避し、「肩すかし」と批判

もあった。札幌地検は控訴せず、判決は一審で確定した。この事件は、初め

て、国民の平和に生きる人権保障の裁判として取り組まれた。 

そうした経験のある原告野崎にとっては、２０１３年（平成２５年）、安倍

政権により、秘密保護法案が国会に上程されたとき、治安維持法や軍事機密

法を思い出してじっとしていられず、メッセージを作ってマスコミや法案に

反対する政党、平和団体等に送る活動に着手した。 
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原告野崎は、その後、「靖国神社参拝」を強行した安倍政権の危険性を感じ

ていたが、ニューヨークタイムズ紙の社説の「日本の冒険主義的な国粋主義」

という記事に接し、近隣諸国に対して、環境を悪化させてきたのはほかなら

ぬ安倍首相だったことを知った。 

そして安保関連法案は強行採決された。しかしこの法律は明らかにに憲法

に違反している。多くの憲法学者も、法の番人と呼ばれる歴代の内閣法制長

官や元最高裁長官なども憲法違反と断定した。安倍首相が指名した異例の外

務省出身の法制局長官に合憲と言わせて、自民、・公明などの賛成多数で強行

成立させた。あの悪名高きヒトラーでさえ、一応民主的な方法で全権委任法

を通したのに対し、安倍首相は立憲主義を破壊した。安保関連法を廃止し立

憲主義を取り戻すために、原告野崎は必死に全力を挙げて取り組んだ。 

そして今、南スーダンに自衛隊が駆け付け介護の任務を帯びて、新たに派

遣された。もし隊員が紛争に巻き込まれて人を殺してしまったら、無事帰っ

て来ても、単なる PTSD に納まらず、異常に警戒し他人を信じることのできな

い社会性のない人間になり、自殺願望に繋がる恐れがある。これは、２０１

５年１１月、「アメリカの帰還兵の会」が発表したデータにより明らかである。 

更に、自衛隊員に殺された家族・国民は日本人に恨みを持ち、テロ行動に

走る可能性は高くなる。 

原告野崎は、憲法 12 条に基づく、国民の権利を守る不断の努力の証とし

て、この訴訟の原告になることを決断した。 

具体的には、食品製造販売会社を経営している長男、次男の二人が、輸入

食品の調査研究及び購買のため、たびたび外国に旅行する必要があり、現在、

菓子の専門学校に通っている孫は研修のため、ヨーロッパに行く必要があり、

彼らをテロの脅威から守る必要がある。 

原告野崎は、恵庭事件を経験して以来、「平和に生きる権利、基本的人権、
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特に個人の尊厳」を守るために、不断の努力をしてきた。それが、原告野崎

の人生のほとんどであった。またそのためにあらゆる犠牲を払ってきた。一

面では、立憲主義や民主主義を取り戻すためでもあった。 

原告野崎の、恵庭憲法裁判の体験は、人間の平和的な生存という究極の問

題に対する戦いであった。だからこそ、日常の、牧場再建、乳牛の改良畜産

の改良に全力を挙げながら、平和を脅かす動きに対しては敏感に行動し、警

鐘を鳴らし続けてきた。それが、集団的自衛権の行使等によって、日本が再

び戦争する国になることは、その体験と人格が根底から否定されることにな

り、原告野崎の平和的生存権の侵害そのものである。 

 

⑸ 原告 堀元 進 

ア 原告堀元進（以下、「原告堀元」という。）は、札幌市内で内科医院を開

業する医師である。同じ医師である沖縄県出身の妻と訪問診療の形態で在

宅患者 100 名余を診る在宅医療を中心に据えた診療を行っている。 

  原告堀元は、３０年近くの実践で築き上げてきた在宅医療の豊富な経験

を持ち、その診療理念と医療姿勢は地域や行政からも高く評価されている。

また、札幌市医師会における初代介護保険委員会委員長を務めて札幌市に

おける医療、介護の包括的な保険医療体制の基礎を構築し、札幌市各区に

多職種連携の全国的モデルにもなっている未来の医療社会像の一つである

ネットワーク「在宅ケア連絡会」を立ち上げる等の有意義な活動も行って

きた。 

  その活動を牽引し、多数の医療福祉関係者の連携を作り出している原告

堀元の行動を支えているのは、ほとんどの関係者が異を唱える事がないで

あろう「医療や福祉は戦争の無い平和な生活があって成立する」という原

告堀元の信念である。それは原告堀元が人生の３分の２を超す長き日々に
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深く関わり続けている沖縄から学んだ教訓であり、社会生活を送る中で最

も大切にしている信条とも言える。 

イ しかし、原告堀元は、我が国は一昨年９月成立した安保関連法により、

国際情勢の変化があれば今後は国家として戦争状態に引き込まれる危険性

を排除出来なくなったと判断した。つまり憲法に保障された平和のうち生

きる権利の下で、原告堀元を含む医療人が築こうとしているより良き日本

の医療福祉の未来像が根底から破壊され、人間らしく平和に日々の生活を

送る事が脅かされていると考えている。 

ウ 原告堀元は医師となるべく琉球大学医学部に入学する前に地元の北海道

大学水産学部を卒業している。高校卒業から北大生時代、放浪旅好きの原

告堀元は当時の学生の時間的、経済的な特権を活かして時間を見つけては

日本の各地を訪ね、様々な土地の風土に触れ、その地に生きる人間の生活

の仕方、心の在り様等を知る機会を得た。その様な若者としての自己研修

の日々で、あらゆる見聞、経験から際立って特異なものとしてその精神、

記憶に刻まれた出来事は、本土復帰後間もない頃からの沖縄に滞在を繰り

返した日々である。 

  原告堀元が最初に沖縄を訪れたのは１９７４年である。米軍施政下から

日本へ施政権が移行してまだ２年しか経っていない時である。当時は、ベ

トナム戦争の最中で、東洋最大の米空軍基地「嘉手納飛行場」が、巨大爆

撃機Ｂ５２の連日の出撃基地となっており、沖縄中が戦争の音と血の臭い

に包まれていた。 

 沖縄はその四半世紀前に人類史上、最も悲惨な地上戦と言われる沖縄戦

のさなかにあった。その被害者が好むと好まざるとを得ず、今度は加害の

側に立つ日々であった。その沖縄の苦悩を肌で感じた経験が原告堀元が医

師になる事を目指した要因である。つまり社会を構成する個人の身体的、
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精神的な健康を維持する専門職を極める事により、総体としての社会に内

包する破滅的要因を減少させ、結果的に少しでも理想的な平和社会を構築

する仕事を持つ、という決意であった。 

エ ２度目の大学での医学修学と研修、そして医療を実践する日々を支えた

原告堀元の行動の原点は、戦争という社会的現象がいかに人間性を破壊す

る絶対悪であるか、という沖縄で学んだ生理的な感覚であった。 

原告堀元とその妻は、沖縄県の国立琉球大学医学部医学科の同級生であ

り、入学から在学中の結婚、後の卒業、卒後の内科研修までその歩みを全

く同じくするという珍しい経歴を持っている。  

妻の家族や親戚等から知り得た沖縄戦の実相。民間人 10 万人以上が非

業の死を遂げざるを得なかった事実。沖縄本島中南部で家族に死者がいな

い家は稀である。研修医の頃には科を問わず多数の患者に接する必要性か

ら診察した患者から多くの事を学んだ。精神に異常を来たし数十年間、精

神科閉鎖病棟から一度も出た事がないという患者は、その病の原因が沖縄

戦で軍命による一家集団自死を強いられ、自らの手で自分の子を死に追い

やった体験の持ち主であったことを知る。表面には出て来づらいが、沖縄

の社会の基層に、癒す事の出来ない裂傷が今も無治療で残存しているので

ある。 

オ 安保関連法は、国という抽象概念を用いて戦争状態を肯定するものであ

り、どんな理由があろうとも新たな戦争を準備したり、他国の軍事行動に

盲目的に追従したりする事は許されないと考える原告堀元に重大な精神的

苦痛を与えている。自らが所属する国家が戦争の実相を無視した社会的な

過ちにつき進む事を座視出来ない原告堀元は、法や社会状勢に対する社会

的啓発の必要性を痛感し、日常的に様々な機会を見つけては頻回に普通の

市民にもわかり易い講演や学習会等を続ける活動を余儀なくされており、
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実際上、生業である診療業務は制限せざるを得ない状況で、経済的にも多

大な損害を被っている。 

以上が、安保関連法により、原告堀元の平和的生存権を侵害されている

実態であり、それにより重大な精神的苦痛を受けている。 

 

⑹ 原告 吉井健一 

 ア 原告吉井健一（以下、「原告吉井」という。）は、３８年と再任用３年の

４１年間にわたり、町立・市立小学校の教員として教壇に立ってきた。現

在は年金を受けながら、札幌市内の市民団体の一員として活動している。 

 大学を卒業し、教員として採用されるにあたって町の教育委員会に対し

て、「憲法・教育基本法（旧・１９４７年公布）を守って教育に邁進します。」

との誓約書を入れた。この誓約書が原告の現職時の規範となっていたこと

は当然であるが、退職後の現在においても市民運動の基盤となっている。 

イ 採用時の４月１日勤務終了後、先輩教師より「教え子を再び戦場に送ら

ない。」をスローガンとして示されて組合加入を勧められた。思い返しても

その時、十分な理解を持ったとは思わないが一応の理解を持って加入した。 

 原告吉井は、「教え子を再び戦場に送らない。」を提唱したのは一女性教

師であったと後に知った。このスローガン決定に際して多くの議論が行わ

れたと聞いた。敗戦後の混乱期であり、戦争を否定する考えが全体を占め

ていたことは否定できないが、「軍国主義教育の実践者」であった男性教師

の中には、反省をしながらも「そこまで表現すべきではない。」との意見も

出たとのことである。やはり、「軍国主義教育」のくびきから脱することが

できなかったのではないかと推測する。 

 このスローガンが教職員組合としての日教組の発展をもたらしたが、同

時に攻撃の的となったことは間違いない。しかし、現在こそ、このスロー
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ガンが問われている時代はないと確信するのは原告吉井だけではない。 

「平和教育」の実践者であった先輩教師や同僚から多くのことを学んだ

経験からしても、鬼籍に入った先輩も含めてこの確信は揺らぐことはな

かった。 

ウ 原告吉井は、「平和教育」として国語科の中で積極的に取り組んできた。 

「戦争教材」といわれた教材では、戦争で息子を亡くした母親の心情に迫

らせたり、物語の背景に迫らせるなど学年に応じて学ばせた。一定の年齢

に達した時に正しい知識をもとに深い思考を求めることは重要である。し

かし、小学生の柔らかい感覚の下で戦争の実態や主人公の心情について想

像力を働かせることは、潜在的になるかもしれないが戦争に対する感性を

形成されるものと考える。 

 このような実践は､現在では夢物語になっている。管理教育がはびこり、

偏向教育の汚名を着せられるのが落ちであることは問題である。テレビな

どで「戦争場面」は目の当たりにするだろうが、その背景や心情に迫るこ

となく流れていくことが「戦争」否定の考えを弱めているのは残念ながら

間違いない。 

エ 原告吉井は、「日の丸」・「君が代」実施に強く抵抗してきた。「君が代」

は天皇制を賛美するものであり、現憲法の象徴天皇制にそぐわないもので

ある。明治憲法の下で学校と軍隊の中で定着が図られ「軍国主義教育」の

基盤となっていたし、「日清戦争」､「日露戦争」「第二次世界大戦」のシン

ボルとしての機能を果たしてきたこともある。 

 本件と直接関係はないが、「国家・国旗法」制定に際して「強制しない」

との付帯決議があったが、学校現場においては「処分」も含めて「強制」

そのものであり、教職員、児童・生徒、父母などの思想・信条の自由が侵

害されている。教職員にあっては本件と同様に基本的人権すら侵害されて
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いることは、違憲状態に置かれているのである。「日の丸」「君が代」の強

制は国民統合のシンボルとして存在し、いわば「戦争準備」の道具と化し

ている。 

オ 前述１・２の理由で現職時から組合活動や市民運動として護憲運動や平

和運動に積極的に加わってきた。２００６年第一次安倍内閣による「教育

基本法」改悪に危機感を抱いた。教育基本法は憲法と不離一体のものとし

て「教育の憲法」として教育現場に存在した。「教育基本法」改悪は、「憲

法改悪」に繋がるとして『護憲ネットワーク北海道』を多くの仲間と共に

結成した。学者・弁護士を招いて憲法の危機的現状について学ぶとともに、

憲法記念日や憲法発布の日である文化の日などに市内中心部において街頭

宣伝を行い、署名を呼びかけたり、憲法を活かそうと呼びかけるなど取り

組みを強めてきた。 

カ ２０１４年７月１日の「集団的自衛権行使容認」の閣議決定は、「憲法９

条破壊」であり、「憲法ハイジャック」であった。解釈改憲により立憲主義

を蹂躙したことは多くの憲法学者が指摘するとおりである。「明文改憲」へ

の第一歩ととらえて護憲運動をさらに促進するために他の護憲運動の市民

団体に呼びかけて「憲法９条を世界に広げよう、憲法９条を市民の手に取

り戻そう９の日行動実行委員会」を１１団体で結成した。同年９月９日よ

り、ＪＲ札幌駅西口・紀伊国屋書店前などで毎月９日、市民に＜護憲＞＜

改憲反対＞を呼びかけている。 

 平和運動フォーラムなどにより結成された「戦争をさせない総掛かり行

動実行委員会」による「総掛かり行動」にも積極的に参加している。 

キ 全国各地で安保関連法施行後も「戦争させない」「安保関連法廃案」の声

が高まる中、昨年１１月下旬に自衛隊は南スーダンに派遣された。十分な

訓練を積んだとのことであるが、それで自衛隊員の「いのち」が保障され
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ることはない。３５０人の隊員の基本的人権は蹂躙されている。原告吉井

は、自衛隊の装備や防衛予算を鑑みても憲法違反であると確信しているが、

派遣された自衛隊員個々も考え方や方法は異なっても＜平和＞を求めて懸

命に努力してきたと考えている。このように懸命に生きてきた人間として

の尊厳を踏みにじることは許されない。 

 ＜自由及び権利は、国民の不断の努力によって・・・＞と謳っているが、

原告吉井は、前述したように不十分ではあるが憲法を学び、活かそうと不

断の努力を積み重ねてきた。 

原告吉井は、憲法の歴史を考えると、第二次世界大戦におけるアジア２

０００万人、日本人３００万人の犠牲によって制定されたことや人類の理

想とも言える憲法を支え、護ろうと不断の努力を積み重ねてきた先達の労

苦を思うとき、安全保障関連法は最大の悪法であり許し難い思いに襲われ

る。また、教壇にあった者として平和な世界を、日本を未来の子ども達に

引き継ぎたいとの願いを絶たれるかと考えると断腸の思いである。安全保

障関連法の成立と南スーダン派遣は、原告加藤の基本的人権や個人の尊厳

を蹂躙したのであり許し難く、精神的損害を被ったものである。 

 

⑺ 原告 加藤多一 

ア 原告加藤多一（以下、「原告加藤」という。）は、１１歳で敗戦した時ま

で、天皇制教育・戦争教育を徹底的に叩き込まれながら育った。彼の兄は、

徴兵され沖縄戦で戦死させられた。原告加藤は、敗戦まで自己の受けてき

た天皇制教育・戦争教育を信じてきたが、敗戦後、これまで使用してきた

教科書に墨を塗らされたことにより、それまで教えられてきたことが誤り

であったと気づかされた。そして、その後の経験や学習も踏まえ、国家に

騙され戦争に駆り立てられてきたという思いが強まった。 
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イ 原告加藤は、童話作家として、戦争は決して許されないと考えている。

戦争は、人間を含む地球上のあらゆる生命に対する罪であること、相手国

民を殺さなければ戦争は成り立たず、相手国に対し憎しみを持つ自国民を

育てることとなることなどがその理由である。 

  原告加藤は、自分自身も戦争教育の被害者であると考えているが、それ

だけでなく、戦中・戦後を生き延び現在は８２歳となった一人の大人とし

て、将来の国民に対する責任として、本訴訟をやらなければならない義務

であると確信するに至った。 

ウ 原告加藤は、安保関連法の内容は明らかに違憲であると確信している。

そして、国民的議論がなされないままに強行採決された制定過程は、内容

以前の問題としても違憲であると考えている。また、内閣がそのような違

憲性の認識を有していないことは、それ以上に大きな問題であると感じて

いる。日本政府は戦争責任をいまだに認めておらず、戦争責任を否定する

ように歴史を偽造しようとする国会議員も少なくない。それが靖国問題を

悪化させる原因ともなっている。 

  原告加藤は、安保関連法の下で自衛隊員に戦死者が出た場合、その生命

侵害は取り返しのつかない被害であるし、国民世論が一気に報復戦争へと

傾くかもしれないことに強い不安を感じている。 

エ 安保関連法は、原告加藤の上記のような平和への信念を侵害し、重大な

精神的苦痛を与えている。 

  原告加藤の抱いている平和への信念は、自らの平和的確信にもとづいて

平和のうちに生きる権利としての平和的生存権であり、安保関連法は、か

かる権利を侵害し、原告加藤に対し重大な精神的苦痛を与えている。 

  

⑻ 原告 松本 徹 
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 ア 原告松本徹（以下、「原告松本」という。）は、１９５４年（昭和２９年）

２月２２日生まれである。生後１週間後に第五福竜丸事件があり、核問題

を非常に身近な問題として考えるようになった。 

原告松本は、登別生まれで、家族はかつて室蘭市で生活してきており、

原告自身も、現在、室蘭市で高校教員を務めている。日本製鋼所室蘭製作

所は、かつて海軍の工場として戦艦の主砲を製造していた。戦後も、原発

の重要な部品を製造しており、原告松本は、核問題を通して戦争問題を考

えるようになった。 

原告松本が高校生の時、１９７０年の安保改定闘争が起こった。同人は、

もともと「ノンポリ」で反戦活動などを積極的に行ってはいなかったが、

専守防衛を目的として設立された自衛隊が、専守防衛であることの矩を超

え海外に派兵されるようになったら、それはもはや「自衛隊」ではなく、

存立し得なくなると考えている。 

イ 原告松本は、現在、高校の社会科教師として、高校生を指導している。

これまで、集団的自衛権の行使は認められないとするこれまでの政府見解

に基づき、集団的自衛権は憲法上許されないものと指導してきており、自

らの経験や知見に照らしそう確信している。 

  しかし、安倍内閣が集団的自衛権行使容認の閣議決定をし、それに基づ

いて一連の安保関連法が制定されたことにより、教科書の内容も変化し、

集団的自衛権行使容認の閣議決定を肯定的に指導しなくてはならなくなっ

た。肯定的に伝えなければ偏向教育をしていると見なされるが、従前の指

導内容とは異なるものであり、自らの信念にも反する内容の指導を実質的

に強要されている。 

  安保関連法の制定過程は、怒号が渦巻く中で発言があっても全くわから

ない、議事録ですら聴取不能というものであった。そのような中での採決
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は、そもそも適正に行われたとは言えず、原告松本は、安保関連法が正し

い手続きで制定したとはいえないと考えている。 

ウ 原告松本は、戦後生まれとして直接の戦争体験はないが、イラク戦争を

通じて平和主義を深く考えるようになった。イラク戦争の理由であった大

量破壊兵器は発見されず、世界中でイラク戦争に反対する運動が高まり、

その時に、一人一人の市民がつながっていくことで戦争を止めることがで

きるかもしれないと感じた。日本国憲法は、一国平和主義ではなく国際平

和主義を規定しているのであり、平和への権利としてそれを現実のものに

していきたいと考えている。 

原告松本は、還暦を過ぎた戦後生まれの大人として、戦争を生き延びた

世代から託された命のバトンを次の世代に受け継ぐべき者として、戦争し

てはならない、平和な社会を受け継がなければならない、という信念のも

とに本訴訟に原告として参加することを決意した。 

安保関連法は、原告松本の上記のような信念を侵害する。この信念は、

自らの平和的確信にもとづいて平和のうちに生きる権利としての平和的

生存権であり、安保関連法は、原告松本の平和的生存権を侵害し、重大な

精神的苦痛を与えている。 

 

⑼ 原告 小松 豊 

 原告小松豊（以下、「原告小松」という。）は、１９４７年（昭和２２年）

５月２７日生まれである。原告小松は、直接戦争の体験はないが、戦争を体

験した明治生まれの亡き母親から、戦争の苦労、特に食糧難の苦労をよく聞

かされた。原告小松が中学校社会科教員になるとき、その母から、「戦争だけ

は絶対駄目だよ」と言われた。それは「子供たちに平和の心を育てる教育を

するんだよ」ということであり、同時に「反戦平和のために生きる人生をつ
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らぬくんだよ」ということ受け止め、尊敬する母の遺言と思って今もその気

持ちには変わりはない。 

 ところが、安倍首相は、ＰＫＯ法等、既にある様々な戦争に関する法律の

ほかに、「世界のどこでも、いつでも戦力を派兵でき、武力行使ができる」と

した安保関連法を強行採決した。二重にも三重にも憲法に反した法律である

と考えている。 

  そのために、原告小松は、教え子たちに教えてきた「平和憲法」の内容と

矛盾することを教えたことになる。 

 原告小松は、子供と孫たちなどのこれからの世代が、平和で安心でき社会

の継続を願っている。日本は、戦後７１年間、誰ひとり殺し殺されることな

く、それ故に世界から信頼されてきた。その信頼をもとにした平和外交を強

く望んでいる。 

原告小松は、自衛隊は、戦力不保持の憲法９条に反する存在だと考えてい

る。さらに、南スーダンに派遣された自衛隊に、「駆けつけ警護」の任務を付

与した。誰を誰から警護するのかも曖昧で、事が起きても「相手が先に撃っ

たので正当防衛だ」と相手方に対する攻撃を開始しかねない。その真実は特

定秘密保護法で闇の中となる。１９３１年（昭和６年）９月１８日の柳条湖

事件とその後の「満州事変」（日中戦争）を想起する。その他、安保関連法で

認めた「後方支援」は「兵站」行為であって、重要な戦闘行為の一つである。

さらに、日本もＩＳの無差別テロの対象になりかねない。 

原告小松が生きてきた信念は、平和のうちに暮らし生きるという平和的生

存権であり、安保関連法は、原告小松が持つ平和的生存権を侵害して、重大

な精神的苦痛を与えている。 

 

⑽ 原告 二宮公太郎 
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原告二宮公太郎（以下、「原告二宮」という。）は、２０１５年（平成２

７年）３月まで、北海道室蘭工業大学で哲学を教えていた。 専門分野は、

近世から現代にかけての認識論である。 

原告二宮は、安保関連法によって、戦争への不安を強いられたと考えてい

る。 

 安保関連法によって、日本は、他国間の武力紛争に自ら関わり得るように

なった。 他国間の武力紛争が、日本にとって「重要影響事態」となる場合

は､「後方支援」(兵站行為）ができるようになり､「存立危機事態」となる

場合は、自ら「武力行使」(戦闘）ができるようになった。 

 これらの「事態」の基準は極めて曖昧だから、他国間の紛争への武力介入

は､「自衛」の範囲を容易に越えてしまう。 

 現在、アメリカと中国・北朝鮮とは、経済関係とは別に、軍事的に敵対関

係にある。日本は、アメリカの基地を国内に置くことで、否応なく、間接的

に中国・北朝鮮と敵対関係の内に置かれている。 

 安保関連法は、この対立関係を前提にして、中国の台頭とアメリカの後退

という「情勢の変化」に対応しようとするもので、アメリカの軍事的役割を

日本が肩替わりすることを通して、アメリカ側へ日本を強く傾けるものであ

る。 

 政府の言うような「抑止力」には、決してならない。却って、中国・北朝

鮮は、今度は日本を直接の敵と見なすようになり、さらに軍備を増強すると

いう結果を招くことになる。 

 安保関連法は、他国間の武力紛争に日本を巻き込むものと言える。 

例えば「南シナ海」有事。この海域では、現在 熾烈な制海権争いが展開

されているが、仮に中国とアメリカ・フィリピンとの間に武力紛争が生じ､

「シーレーン」が害された場合、日本に「重要な影響」があると判断されれ



77 

 

ば、アメリカ・フィリピンを「後方支援」することになる。これは「兵站」

行為だから、相手から攻撃を受ける。そうすれば日本も「武力行使」へ至る

ことになる。また「シーレーン」の障害が 日本の「存立危機」と判断され

れば、直ちに「武力行使」に踏み切られる。こうして、他国間の軍事紛争に

おいて、もし中立を保っていたとすれば調停・仲介もできた立場を失い、軍

事紛争の当事者となってしまう。  

 北朝鮮との敵対関係は、もっと険しい。 北朝鮮に対しては、理性的な行

動が期待できない。仮にミサイルがアメリカに向けて発射されれば、日本が

撃ち落とすことを強いられる。北朝鮮は日本に反撃する。その際、大都市に

限らず、むしろ手頃な地方都市が、ミサイル攻撃の格好のターゲットとな

る。私の住む室蘭は、軍事的観点から重視される鉄鋼の街でもあり、有力な

候補地の一つとなるだろう。 

 安保関連法は、戦争の危険を現実に近付け、戦争への不安を国民に強いる

ことによって､国民の「平和のうちに生きる権利」を侵害する。 

 さらに、原告二宮は、安保関連法は、日本人としての誇りを打ち砕くとも

考えている。 

「常備軍の全廃」は、哲学者カントが『永遠平和のために』のなかで掲げ

た「理念」である。日本国憲法は、２０世紀最大の悪である戦争を否定し、

最高の価値としての平和を高らかに謳い上げるとともに、それを実現するた

めに、９条２項において、この「常備軍の全廃」という理念を、世界に先駆

けて 現実の条文の中に書き込んだ。このことはまた、我々日本人が､「国際

社会において名誉ある地位を占めたい」(憲法前文）と願うことのできる源

泉でもある。 

 自衛隊は、憲法の条文からすれば、その存在そのものが、憲法に違反す

る。しかし、「理念」である以上、直ちに「現実」の内に実現され得ないと
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いうことが、それの宿命でもある。だから我々は、主権者として、いまはこ

の「違憲状態」を許容することができる。ただしそれは、日本がこの「常備

軍の全廃」という理念の実現に向かって努力を続ける、という限りにおいて

のことだ。また「理念」は、この努力の内で現実に活きて働いて初めて真の

理念となる。 

 しかし、安保関連法は、他国間に生じた武力紛争に対して、日本が自ら武

力を以って介入すること―自国の防衛という範囲を越えて常備軍を使用する

こと―の可能性を拓いた。これは､「常備軍の全廃」という理念に逆行し、

この理念を否定する政策に他ならない。安保関連法は この理念に、まさに

「死」をもたらすものであり、我々はこれを許容することができない。 

 同時にそれは、日本人の誇りを打ち砕く。憲法に「常備軍の全廃」を含む

平和主義を置き、その理念の実現に努力していることは、日本人の誇りでも

ある。それによって我々日本人は､「国際社会において名誉ある地位を占

め」ることができるからである。安保関連法は、この日本人の誇りを打ち砕

き、名誉を著しく棄損する。 

 原告二宮もまた、日本人として、大いに心を傷付けられた者の一人だ。 

 以上のとおり、原告二宮は、安保関連法によって、平和のうちに生きる権

利を侵害され、重大な精神的苦痛を被った。 

 

⑾ 原告 加藤佳誉子 

ア 原告加藤佳誉子（以下、「原告加藤」という。）は現職自衛官の母親であ

る。原告加藤の息子は陸上自衛官であり、北海道内の駐屯地に勤務している。 

現在２０歳代の息子が自衛隊に入隊する際、原告加藤は、自衛官として災 

害派遣で活躍してくれればよいと考え、反対をすることはなかった。 

イ しかしながら、安保関連法が成立した現在、状況は一変している。 
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 安保関連法により、自衛官の任務はそれまでとは比較にならないほど危険 

性を増している。安保関連法により、自衛官は海外における戦争に参加する 

ことになりかねず、そこで自衛官は殺し、殺されることを余儀なくされる事 

態に直面する。ひとたび海外での戦争に巻き込まれれば、自衛官の命の保証 

はなく、また、仮に他国民を殺傷した場合には隊員個人の刑事責任が問われ 

る可能性も否定できない。さらに、イラク戦争後のアメリカ兵のように、任 

務終了後もＰＴＳＤやうつ病、アルコール依存などに苦しむ危険性が高い。 

ウ 安保関連法により、すでに南スーダンへのＰＫＯ派遣部隊には駆け付け 

警護の任務を付与されているが、原告加藤は南スーダンの現状を知れば知る 

ほど、自衛隊員の危険性を認識し、息子の身に振りかかるかもしれない危難 

を深く憂慮している。 

 原告加藤は、南スーダンには親を殺され、ライフル銃を持たされた少年兵 

がいることを知って衝撃を受けた。このような少年兵に息子が撃たれたり、 

反対にこのような少年兵を息子が撃ったりすることを考えると、原告加藤は 

いても立ってもいられない。 

 現在のところ原告加藤の息子はＰＫＯ派遣部隊要員には含まれていないが、 

いつ派遣命令が下るかは分からず、今後も安保関連法により可能となった危 

険な任務を息子が命じられる可能性は高まるばかりである。 

エ 安保関連法の内容が明らかになった頃から、原告加藤は何とかして安保 

関連法の成立を阻止したとの切実な思いからデモに参加したり、集会に参加 

したりして行動を起こしてきた。 

 しかしながら、安保関連法が成立した今、自衛隊員の家族が安保関連法に 

反対する声を上げることはますます困難になっている。 

オ 原告加藤は、息子から、原告加藤が安保関連法に反対する活動で目立つ 

と息子が自衛隊での勤務を続けられなくなるため、活動を辞めてほしいと言 
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われるに至った。息子には家族がおり、生活を考えると自衛隊を退職するこ 

とは容易ではない。 

 しかしながら原告加藤は、安保関連法による危険な任務により息子に死な 

れるくらいなら、息子に恨まれても安保関連法に反対する声を上げ続けるこ 

とを決意し、息子に絶縁状を渡した。 

原告加藤は、溢れる涙をぬぐいながら、絶縁状に「生き抜け。・・・家族を 

守って天寿をまっとうしてくれ。」としたためた。 

カ 原告加藤にとって、何よりも大切な自分の息子の命が危険にさらされる 

ことは自分の身を引き割かれることと同義である。 

 そして、原告加藤は自分の息子さえ無事であればいいとは毛頭考えていな 

い。海外に派遣される一人ひとりの自衛官にはそれぞれに家族がおり、恋人 

がおり、友人がいる。自衛官の一人でも安保関連法によって命を奪われ、危 

険にさらされることはあってはならない。原告加藤は、国民を守るために日々 

厳しい訓練を重ね、大災害などいざというときは危険を顧みず国民を守って 

くれる自衛官は国の宝物であると考えている。自身の息子に限らず、自衛官 

が一人でも安保関連法による危険な任務により危険にさらされることは、原 

告にとって耐えがたい苦痛である。 

キ 原告加藤は、安保関連法の成立によりいつ自分の息子の命が奪われるか 

分からないという精神的苦痛に加え、息子に迷惑をかけることなく安保関連 

法への反対の声を上げ続けるために親子関係を断絶せざるを得ない事態に直 

面している。 

これらはまさに原告加藤の平和的生存権の侵害に他ならず、安保関連法の 

成立により原告加藤が被った精神的損害は筆舌に尽くしがたい。 

 

⑿ 原告 今川かおる 
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ア 原告今川かおる（以下、「原告今川」という。）は、一人の市民として、 

そして息子をもつ母親として、憲法違反の安保関連法の成立により精神的損 

害を受けている。 

イ 原告今川は、大学卒業後定年退職まで地方公務員として稼働した。原告 

今川は、長く広報や公聴を担当し、憲法尊重擁護義務を負う公務員として、 

市民の声に耳を傾けてきた。特に少数者の意見にもじっくりと向き合ってき 

た。 

 このような原告今川にとって、憲法尊重擁護義務を負う国会議員が、反対 

意見に十分耳を傾けることなく、強行採決により憲法違反の法律を成立した 

ことは到底許容することはできない。 

ウ 原告今川自身は、戦争を直接体験した世代ではないが、原告今川の両親 

は正に戦争に青年時代を翻弄された。原告今川の父は、終戦後の混乱の中、 

子ども３人を含む一家で満州から命からがら引き揚げたものの、帰国後に前 

妻を若くして亡くした。原告今川の母は、前夫を戦死により失った。戦争が 

国民生活に暗い影を落とす時代にいずれも伴侶を失った原告今川の両親は、 

戦後に再婚した。 

 原告今川の義姉は、満州からの引揚船の中で、新生児を亡くした女性が、 

新生児の遺体を海に葬らざるを得なかった悲惨な光景を目の当たりにし、原 

告今川に伝えている。 

 原告今川の母は前夫の戦死について多くを語ることはなかったが、戦後、 

新しい憲法により女性にも参政権が与えられたことが本当に嬉しかったと述 

懐した。 

エ 上記の通り、近親者が身を持って体験した戦争の悲惨さを伝え聞いた原 

告今川は、平和の重みとありがたみをひしひしと感じ、平和で個人の自由が 

尊重される社会を何としても次の世代に引き継がなくてはならないと考えて 
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きた。 

オ 原告今川には、３０歳代の息子がいる。安保関連法により、日本が他国 

の戦争に参加するような事態となれば、再び戦争の惨禍に巻き込まれること 

は決して杞憂ではなく、行きつく先には徴兵制の議論がなされることも否定 

できない。 

 原告今川は一人の母親として、大事な我が子が徴兵されて殺し殺されるこ 

とを強いられたり、個人の自由がない戦時下の社会に生きることを強いられ 

たりすることを思うと、耐え難い苦痛を受けている。 

カ 原告今川は、それまで政治的活動に参加することはなく、デモに参加し 

たこともなかった。しかし、安保法案の危険性から、成立を何としても阻止 

したいと考え、２０１５年７月に至り、初めて安保関連法の成立に反対する 

デモに参加した。このように全国から反対の声が沸き起こり、多数の憲法学 

者が憲法違反と指摘する安保関連法が成立したことは、憲法を無視した暴挙 

である。原告今川は、安保関連法の成立により、平和な社会が脅かされると 

ともに、少数意見が無視され、個人の自由が十分に保障されない社会となる 

ことを現実のものと考え、精神的苦痛を受けている。 

キ 父母の戦争体験を聞き、自らは憲法尊重擁護義務を負う公務員として稼 

働してきた原告今川は、一人の母親として、子の世代にも平和で個人の権利 

が尊重される社会を引き継ぎたいと切に願っている。 

 憲法に違反し、市民の平和的生存権を脅かす安保関連法の成立により、原 

告今川は耐え難い精神的損害を被ったものである。 

 

⒀ 原告 鈴木 一 

ア 原告鈴木一（以下、「原告鈴木」という。）は、労働組合の副委員長を務 

めており、組合の専従として２６年間に渡り労働組合の活動に従事してきた。 
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 労働組合の活動は労働条件の維持、改善のために小さな一歩を積み重ねて 

いく地道な闘いである。原告鈴木は、労働条件を少しでも改善させることに 

より、働く者の権利を守り、暮らしを守るために心血を注いできた。 

 しかし、労働条件の改善に向けた努力や、組合活動により勝ち取った労働 

条件を一度に崩壊させるのが戦争である。労働組合の活動は平和な世の中で 

こそ可能である。 

 長く労働組合の活動に従事してきた原告鈴木は、働く者の暮らしの基盤を 

一度に瓦解させる戦争につながりかねない安保関連法の成立により、多大な 

精神的苦痛を受けた。 

イ 原告鈴木自身は直接戦争を体験していないが、両親からは生々しい戦争 

の記憶を受け継いでいる。 

 原告鈴木の父は終戦当時陸軍士官学校の生徒であり、東京大空襲の折には 

朝霞の士官学校から、東京の街が火の海と化す様子をはっきりと見た。原告 

鈴木の父は、Ｂ２９爆撃機がはじめに東京の周辺部を爆撃し、次第に中心部 

に爆撃をすることにより、住民の逃げ場を奪うように周辺部から中心部に向 

かって火の海が広がっていく様を目の当たりにして茫然と立ち尽くすしかな 

かった。原告鈴木の父は、もし終戦が少しでも遅れていれば、兵士として前 

線に送られる運命であった。 

 原告鈴木の母は戦時中、学徒動員の対象となり、原木の皮剥きや防空壕を 

掘る作業に従事させられたほか、竹槍やなぎなたの訓練に参加することを強 

いられた。また、空襲の際には必ず学校に集まらなければならないという安 

全性を無視した指示もなされていた。原告鈴木の母は、戦後、原告鈴木に対 

し、竹槍やなぎなたの訓練を皆で真剣に行うなど、いかに狂気の時代であっ 

たかとしみじみと述懐した。 

ウ このように直接戦争を体験した両親から戦争体験を聞いていた原告鈴木 
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は、高校生の頃ベトナム戦争の報道写真に接した。米兵がベトナム人の遺体 

を引きずる写真に大きな衝撃を受けた原告鈴木は、初めてベトナム反戦デモ 

に参加した。 

エ 原告鈴木の妻は沖縄県出身であり、原告鈴木は義母から沖縄戦における 

沖縄の住民の塗炭の苦しみを伝え聴いている。原告鈴木の義母は沖縄戦の際、 

ジャングルの中を逃げ回った体験や、偶然遭遇した米兵よりも友軍（日本軍） 

兵のほうが恐ろしかったことを語っている。 

オ 親世代の戦争体験や、ベトナム反戦デモへの参加の経験から、原告鈴木 

は、平和がかけがえのないものであることを強く感じるともに、暴力は暴力 

の連鎖を生み、武力で平和を作り出すことは不可能であると確信している。 

 このように平和に強い思い入れがある原告鈴木にとって、日本が集団的自 

衛権を行使し、自衛隊が海外で武器を使用する道を拡大する安保関連法の成 

立による精神的苦痛は多大である。 

カ 原告鈴木は、労働組合での長年に渡る活動を通して、市井の人の権利や 

暮らしを守ってきたところ、一人ひとりの市民の暮らしを根底から破壊する 

戦争につながる安保関連法の成立・施行を看過することはできない。 

 憲法を破壊し、市民の平和的生存権を侵害する安保関連法の成立により、 

原告鈴木は計り知れない精神的損害を被ったものである。 

 

第７ 原告らの請求＝差し止め請求 

 １ 差止め請求の法的根拠 

  ⑴ 原告の平和的生存権侵害の救済に当たっては、被侵害利益の重大性といっ

たん侵害された後の回復の困難性に鑑みるとき、事前の差し止めが認められ

るべきである。 

   行政機関の行為においても、それによって国民の権利や法益を違法に侵害  
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することは許されないのであるから、憲法１７条によって、事前の侵害予

防、妨害排除も認められるべきである。 

⑵  大阪空港公害裁判控訴審判決（１９７５年（昭和５０年）１２月２７日

大阪高裁判決・判時１０２５号）は、人格権に基づき、空港の設置管理者

である国に対し航空機の離着陸の差止めを認容している。その後、北方ジ

ャーナル出版差し止め請求事件の最高裁大法廷判決（１９８６年（昭和６

１年）６月１１日・判例タイムズ６０５号）は、「人格権としての名誉権に

基づき、加害者に対し、現に行われている侵害行為を排除し、または将来

生ずるべき侵害を予防するため、侵害行為の差止めを求めることができ

る」と判示して、人格権の概念を承認している。 

    そして、人格権による差止め請求権は、国に対する差止請求についても下

級審で任用されている（東京高裁１９８７年(昭和６２年）７月１５日横田

基地騒音公害訴訟控訴審判決・判時１２４５号、金沢地裁１９９１年(平成

３年）３月１３日小松基地騒音公害訴訟判決・判時１３７９号、大阪高裁１

９９２年〈平成４年）２月２０日国道４３号線公害訴訟控訴審判決・判時１

４１５号など）。 

  ⑶ 原告の平和的生存権は、個人の尊厳にかかわる最も根源的な権利であり、

人格権そのものである。従って、何人もみだりにこれを侵害することは許さ

れず、その侵害に対してはこれを排除することができなければならない。 

 

２ 権利侵害行為 

 ⑴ 安保関連法の制定行為及び集団的自衛権の行使等は違憲であること 

  ア 安保関連法の制定行為は違法であること 

    「第２  集団的自衛権の行使、後方支援活動・協力支援活動の実施の違

憲性」において述べたとおり、集団的自衛権行使、後方支援活動等の実施
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の根拠となる条項（自衛隊法７６条１項２号等、重要影響事態法３条１項

２号、６条１項、２項等、国際平和支援法３条１項２号、７条１項、２項

等）は、いずれも憲法９条に違反して違憲であり、違憲の法律制定に向け

ての閣議決定及び国会の議決等が違法であることは明らかである。違法で

あるにとどまらず、国家権力に憲法を遵守させて縛りをかけ、平和の中で

こそ保障される国民の権利・自由を確保しようとした立憲主義に反するも

のであって、違憲である。 

  イ  集団的自衛権の行使は違憲であること 

第２「２  集団的自衛権の行使が違憲であること」において述べたとお

り、自衛隊法７６条１項２号に基づく集団的自衛権の行使は、憲法９条に

反し、違憲である。 

ウ  後方支援活動等の実施は違憲であること 

  ２「３  後方支援活動等の実施が違憲であること」において述べたとお

り、安保関連法に基づく後方支援活動、すなわち、重要影響事態法６条１

項に基づく同法３条１項２号に規定する後方支援活動としての物品の提供

及び同法６条２項に基づく同法３条１項２号に規定する後方支援活動とし

ての役務の提供、並びに、国際平和支援法７条１項に基づく同法３条１項

２号に規定する協力支援活動としての物品の提供及び同法７条２項に基づ

く同法３条１項２号に規定する協力支援活動としての役務の提供は、憲法

９条に反し、違憲である。 

⑵ 権利侵害（その危険性） 

  安保関連法が制定・施行されたことによって、日本は再び戦争をする国、

できる国へと変容した。そのこと自体によって、原告らの平和的生存権を蹂

躙し、侵害するものである。 

  また、将来発動されることとなる集団的自衛権の行使や後方支援活動等の
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実施は、日本を戦争当事国とし、他国の国土を破壊し、その国民を死傷され

るものであるとともに、日本に対する他国等からの武力攻撃やテロ攻撃を招

来するものである。それらが現実化した場合は、もちろん原告らの平和的生

存権が直接侵害されるが、しかしそれに至らない現段階においても、すで

に、安保関連法の制定・施工はそれらの具体的危険を生ぜしめるものとし

て、原告らの平和的生存権を侵害するものである。 

 ア 平和的生存権＝戦争に加担しない権利 

  本訴状第６の４項においてすでに述べたとおり、日本国憲法で保障され

ている平和的生存の内実は以下のとおりである。 

 ・平和国家で生きる権利＝戦争や武力行使をしない日本に生存する権

利 

 ・平和を求める良心 

 ・戦争や軍隊によって他者の生命を奪うことに加担させられない権利 

 ・他国の民衆への軍事的手段による加害行為と関わることなく、自ら

の平和的確信に基づいて平和のうちに生きる権利 

 ・信仰に基づいて平和を希求し、すべての人の幸福を追求し、そのた

め非戦･非暴力･平和主義に立って生きる権利 

   そして、これら平和的生存権が侵害されていることは、本訴状第６に

おいて述べたとおりである。 

 イ 平和的生存権＝戦争の被害者とならず、その恐怖にさらされない権利  

   また、集団的自衛権の行使により、日本は、外部から武力攻撃を受けて

いないにもかかわらず、戦争当事国となり、敵対国ないし敵対勢力による

日本の領域における武力攻撃やテロ攻撃を招くこととなって、戦争状態と

なりうる。 

   後方支援活動、協力支援活動としての兵站活動の実施は、他国軍隊の武
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力行使と一体とみなされ、自衛隊は正当な攻撃対象となる。自衛隊が相手

国等から攻撃を受け、自衛隊がこれに反撃して武力を行使することとなれ

ば、日本は戦争当事国となり、集団的自衛権を行使する場合と同様に、相

手国等によるテロ攻撃や日本の領域における武力攻撃を招くこととなっ

て、戦争状態となりうる。   

   このように、集団的自衛権の行使等は、それに続いて日本に武力攻撃事

態等をもたらす蓋然性が極めて高い。またその場合に適用されるいわゆる

有事法制においては、国民・市民に対するより多くの強力な権利制限や義

務づけがなされることになる。その具体的内容は第３の２で述べたとおり

である。 

 ウ 以上のように、集団的自衛権の行使等は、後続する武力攻撃事態等にお

ける原告らの権利侵害を確実に招来し、また予定するものでもあり、そう

いうものとして原告らの権利を侵害するものである。  

⑶ 集団的自衛権の行使等がなされる現実性 

   ア  集団的自衛権の行使の現実的危険性 

     前述（第３の２（４））のように、事態対処法の存立危機事態の定義

（新３要件の第１要件）は、「密接な関係」にある他国、我が国の「存立

が脅かされ」、権利が「根底から覆される」、「明白な危険」など、全て評

価的概念で構成されており、客観的な判断指標がない。そして、法案審議

の過程での政府の国会答弁で繰り返されたのは、この事態に該当するかど

うかは、結局のところ「政府が総合的に判断」するというものである。そ

して、第１要件があいまいであれば、第２要件、第３要件もますますあい

まいなものになってしまうことも、そこで述べたとおりである。  

     しかも、特定秘密保護法の下で、防衛、外交、スパイ、テロリズム等の

安全保障に関する客観的かつ十分な情報が政府の判断によって国民に対し
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て開示されずに秘匿される場合、政府の判断の適否の客観的検証も困難に

なってしまう。 

 したがって、集団的自衛権の行使の要件は限定性に乏しく、時の政府

の判断によってその該当性・必要性等が容易にかつ安易に肯定され、そ

の行使がなされてしまいかねない。 

イ  同様のことは、後方支援活動等についてもいうことができる。 

  まず、後方支援活動が行われる「重要影響事態」の「そのまま放置す

れば我が国に対する直接の武力攻撃に至るおそれのある事態等我が国の平

和と安全に重要な影響を与える事態」という定義（重要影響事態法１条）

も、また、協力支援活動が行われる「国際平和共同対処事態」の「国際社

会の平和及び安全を脅かす事態であって、その脅威を除去するため国際社

会が国際連合憲章の目的に従い共同して対処する活動を行い、かつ、我が

国が国際社会の一員としてこれに主体的かつ積極的に寄与する必要がある

もの」という定義も、決して客観的判断基準が存在するものとは言えず、

これらもまた、政府の総合的判断に委ねられる。特定秘密保護法との関係

も、存立危機事態の場合と同様である。 

 さらに、後方支援活動等についての国会における法案審議において

は、その活動の地域が「現に戦闘行為が行われている現場」以外の場所

にまで拡大されたにもかかわらず、自衛隊員のリスクは増大しないとの

政府の答弁が繰り返されているが、そのような政府の認識の下に安易に

自衛隊の後方支援活動等のための派遣がなされかねない。さらに、先述

のように、ＩＳに対する空爆への後方支援活動も法理上は可能で、あと

は政策判断だというのが政府の国会答弁であるから、米国等からの要請

を受ける等により、いつその政策判断が変わって自衛隊が派遣されるか

も分からないのである。 
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したがって、後方支援活動等についても、時の政府の判断によってそ

の要件該当性・必要性等が容易かつ安易に肯定され、実施されてしまう

危険性が高い。   

 ところで安保関連法の立法は、２６・７閣議決定「国の存立を全う

し、国民を守るための切れ目のない安全保障法制の整備について」に基

づいてなされたものであるところ、この閣議決定及び立法は、「我が国を

取り巻く安全保障環境は根本的に変容するとともに、更に変化し続け、

我が国は複雑かつ重大な国家安全保障上の課題に直面している」「アジア

太平洋地域において問題や緊張が生み出されるとともに、脅威が世界の

どの地域において発生しても、我が国の安全保障に直接的な影響を及ぼ

し得る状況になっている」（閣議決定前文）、との情勢認識に基づいてな

されたものである。これまで半世紀にわたって定着してきた集団的自衛

権の行使は許されないという憲法９条の政府解釈を変更する理由も、そ

の「安全保障環境の変化」に求められた。 

 そして、このような情勢認識に対応するための安保関連法は、「切れ目

のない」対応を可能とするためとして、これまで述べてきたように、集

団的自衛権の行使にしても後方支援活動等にしても、地理的限界なく世

界中で、世界中のできごとに、随時対応できるものとされている。 

しかも、平成２７年４月２７日に日米間で合意された新たな日米防衛

協力のための指針（新ガイドライン）は、このような安保関連法による

日本の集団的自衛権の行使等を前提として、グローバルな日米同盟の強

化、「切れ目のない、力強い、柔軟かつ実効的な日米共同の対応」等を目

的とし、国際平和への脅威や武力攻撃に対する共同対処行動等を緊密に

実施する体制をとろうとしている。 

 こうして、「脅威が世界のどの地域において発生しても、我が国の安全
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保障に直接的な影響を及ぼしうる状況になっている」との政府の状況認

識のもと、憲法９条の歯止めを失った安保関連法の下で、また新ガイド

ラインに基づく米軍との連携の強化の下で、政府の「総合的判断」によ

り、集団的自衛権の行使や後方支援活動等の実施が容易にかつ安易に行

われてしまう危険性・蓋然性は、極めて高いものと言わなければならな

い。  

  ⑷ 事実上、一部の閣僚のみで発動できる法手続き 

   先に述べたように、日本に直接の武力攻撃がなされていない存立危機事態

において持自衛隊が防衛出動できるようになったのであるが、防衛出動にあ

たっての法的な手続きは以下のとおりとなっている。 

 まず、存立危機事態に至ったとの認定を行う。この認定は、「対処基本指

針に定める」という方式で行う(武力攻撃事態法 9 条 2 項）。そして、この

事態にあたって自衛隊を防衛出動させるには、国会の事前承認を得る必要

があるが、特に緊急の必要があり事前に国会の承認を得るいとまがない場

合は、対処基本方針の中に「自衛隊を防衛出動させる」と定めることで足

りる（その後、対処基本方針事態の国会承認を得る）(同法 9 条 4 項、7

項)。すなわち、この場合には、国会の承認は事後承認となる。 

 上記の対処基本方針は、内閣総理大臣がその案を作成して閣議決定する

こととなるが、これは国家安全保障会議に諮らなければならないこととな

っている（国家安全保障会議設置法 2 条 1 項 4 号、2 項）。そして、この際

の同会議メンバーは、「事態の分析及び評価について特に集中して審議する

必要があると認める場合」には、議長たる内閣総理大臣、外務大臣、防衛

大臣、内閣官房長官の４名で審議することができる(同法５条２項）。 

 このように、存立危機事態であることの認定、そしてこれに対処するた

めの自衛隊の防衛出動は、４名で構成される国家安全保障会議で決定すれ
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ば、後はこれを内閣総理大臣が対処基本方針案に盛り込んで閣議決定、国

会の事後承認という手続きで可能となるのである。すなわち、事実上、わ

ずか４名の閣僚で決しさえすれば、自衛隊を防衛出動させることができる

という法制度となっているのであり、そのわずかな人数の大臣の現状認

識・評価如何では、いつその発動がなされるとも限らないものであり、「常

に存立危機事態における自衛隊の出動が目前に迫っている」と言わざるを

得ない。 

 しかも、国会の承認にあたっては、「どのような情報や情勢分析に基づい

て存立危機事態と判断したのか」については、国防上の秘密として、特定

秘密保護法に基づいて、国会への情報の開示が秘匿される可能性が高い。 

このような状況に鑑みるとき、今すぐにでも一部の為政者の現状認識･評

価･判断によって、憲法違反の武力行使を行い、またそれによる被害にさら

されかねないという平和的生存権は、今この段階で現実に侵害を受けある

いはその危機にさらされているということが出来る。 

 

３  損害回復の困難性 

   「第４  原告らの権利侵害」で述べたとおり、集団的自衛権の行使等によ

り、原告らの平和的生存権は根底から破壊され、根底から否定されて回復の

余地のないこととなる。 

   さらに現実的な必要性として、実際に、政府が存立危機事態にあると認定を

して自衛隊を防衛出動させ、今日明日にも、日本が他国から武力攻撃を受け

また自衛隊が海外で武力行使を行う、という時点で、国民にはこれを差止め

るべき法的手段が現実的にありうるのか、という問題がある。 

   すなわち、ひとたびそのような事態が起これば既成事実化され、事後的に訴

訟で止めるということは困難であり、今の時点での救済が必要である。 
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 原告らを含む一般の国民・市民にとって、国を分けて別の政府を作った

り、国外に脱出したりすることは事実上不可能である。テロが起きたり戦争

に巻き込まれたことによって生じる原告らの損害を事後的に回復することは

不可能である。政府が「総合的に判断」した「存立危機事態」に該当するか

を争うことも、秘密保護法によってその判断資料を政府が独占している状況

の下では、実質的には極めて困難である。また、集団的自衛権行使等の既成

事実ができてしまえば、裁判所において違憲と判断をした場合の政治的影響

が極めて大きくなり、その判断も難しくなる。このように、安保関連法の下

では、自衛隊の活動に関する政府の判断を事後的に争うことはできず、自衛

隊の活動によって戦争に巻き込まれたとしても、原告ら一般国民が被害を回

避することは事実上不可能であり、被害が発生した場合には取り返しのつか

ない損害を被る。 

 こういった意味で、安保関連法の成立そのものが戦争参加に等しい意味を

有するのであり、原告らが自己の平和的生存権の侵害を防ぐためには、安保

関連法の違憲性を争う以外に実効的な手段を有していないのである。 

従って、安保関連法が成立したことによって事件性は認められるし、別の表

現をするならば、事件性が認められなければならないのである。 

 

４  結論 

以上述べてきたとおり、集団的自衛権の行使、後方支援活動等の実施は、憲

法に反する行為である上、原告らの平和的生存権を侵害する行為であり、これ

らの行為が実施される蓋然性は高い。そして、原告らの権利は一旦侵害された

ら、回復することは困難である。したがって、原告らの平和的生存権を保護す

るためには、これらの行為、すなわち、集団的自衛権の行使、後方支援活動等

の実施の禁止が命ぜられなくてはならない。 



94 

 

よって、原告ら５名は、被告国に対し、請求の趣旨第１項記載の自衛隊の各

行為の差し止めを求める。 

 

第８  原告らの損害と国家賠償責任 

 １  加害行為 

 内閣は、２０１４年（平成２６年）７月１日に前記の内容の２６・７閣議

決定を行い、２０１５年（平成２７年）５月１４日前記の内容の安保関連法

案についての２７．５閣議決定を行って、同月１５日にこれを国会に提出

し、その可決・成立を求めた。 

 国会は、上記法案の提出を受けて、同年７月１６日衆議院において、同年

９月１９日参議院において、それぞれ安保関連法案の採決を行い、これを可

決した。（なお、内閣は、同月３０日安保関連法を公布し、２０１６年（平成

２８年）３月２９日これを施行した。） 

 これらの安保関連法の可決・制定に至る内閣、国会の各行為によって、原

告らは第４記載のとおりその権利を侵害された。 

  

２  原告らの損害 

 原告らは、安保関連法の制定に係る内閣による２６・７閣議決定、２７・５

閣議決定及び同法案の国会提出並びに国会による同法案の可決という、憲法に

反する違法行為により、第４で述べたように、現段階においても、その平和的

生存権を侵害され、重大な精神的苦痛を受けている。 

 さらに原告らは、今後、安保関連法を適用して集団的自衛権の行使等が行わ

れる危険性があり、いつ日本が戦争当事国になり、日本の領域も戦場になるか

分からない等の危険な状態に置かれるに至っており、集団的自衛権の行使等が

実際になされていない現段階においても、それが行使された場合の危険性、不
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安と恐怖に現にさらされて、測り知れない精神的苦痛を被っている。 

 これらの精神的苦痛を金銭的に評価するのは困難であるが、各原告が少なく

とも金１０万円の慰謝料の支払を要する損害を被っていることは明らかであ

る。 

 

３  公務員の故意・過失 

 従前の集団的自衛権の行使等が憲法に反するという確定的憲法解釈や圧倒的

多数の安保関連法法案は違憲であるとの指摘等を無視して、憲法改正手続をと

ることなく行われた安保関連法の制定の経緯に鑑みれば、これに係る内閣（そ

の構成員である各国務大臣）による２６・７閣議決定、２７・５閣議決定及び

同法案の国会提出並びに国会（その構成員である国会議員）による同法案の可

決等をするに当たっては、上記国務大臣及び国会議員は、安保関連法案が違憲

であり、これを制定したときは原告らの権利を侵害することを知り、これを容

認していたか（故意）、少なくともこれを容易に知り、又は知りうべきであ

り、損害を回避することが可能であったのにこれを怠った過失がある。 

 

４  加害行為と損害との因果関係 

   １記載の公務員の加害行為と２記載の原告らの損害との間に因果関係がある

ことは明らかである。 

 

５  結論  

   よって、原告らは、被告国に対し、国家賠償法１条１項に基づく国家賠償請

求として、それぞれ金１０万円及びこれに対する加害行為のうち最も遅い国

会の議決の日である平成２７年９月１９日から支払済みまで民法所定の年５

分の割合による遅延損害金の支払を求める。            以上 
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証 拠 方 法 

追って提出する。 

 

附 属 書 類 

１ 訴状副本      １通 

２ 訴訟委任状   ２６８通 

 

 

 

 


